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科学技術動向
概　要 本文は p.13 へ
地域イノベーションと震災復興に寄与する
地熱エネルギーの利用
　地熱は、我が国固有の豊富な再生可能エネルギー資源であり、我が国にとって太陽光発
電や風力発電以上にポテンシャルが高い。地熱発電に換算した資源量は約 23 GW分（30
年間持続できる出力）で、現在の日本の国内一般電気事業者の電源容量の約 1割以上と見
積もられており、世界第 3位の規模を誇る。しかし、これまでに設置された地熱発電所の
容量は 540 MWにとどまっており、まだ大幅な増大の余地がある。他の再生可能エネル
ギーと比べ、地熱エネルギーの特徴は、電力のみならず多大な熱を供給できる点である。
家庭で使用される電力の約半分は、給湯や暖房などの熱の生成に使用されているが、地熱
は直接熱エネルギーとして供給できるメリットがある。しかも、太陽光や風力発電のよう
に天候の影響を受けずに安定した供給源である。規模にもよるが、技術的には全国どこで
も供給可能な地産地消のエネルギーとなるポテンシャルをもつ。
　このように、地熱は持続可能な新たなエネルギー源となるだけでなく、熱を効率よく利
用することによる省エネ効果はもちろんであるが、産業のあまりない地域に新産業をもた
らす可能性を秘めている。つまり地熱の普及によって、直接・間接の要因を通じて地域住
民の新たな雇用機会をもたらし、交流人口を増大させ、地域経済効果に寄与することも期
待され、地域貢献のポテンシャルが大きい。実際に、地熱エネルギーによりエネルギー自
給率が 100%以上の地域が日本にもある。
　特に大震災からの復興を目指す東北地方は、折しも地熱資源に恵まれたエリアであり、
また比較的寒冷な気候であるために、持続可能な熱の供給は温暖な地域よりも恩恵が大き
い。大規模集中型の地熱発電ももちろん重要であるが、建設に長い年月を要することから、
震災復興の観点では、バイナリ発電や温泉発電など、比較的短期間で実施できるものを手
始めに地熱を利用することが望まれる。
　今後円滑に地熱発電を導入するためには、発電事業を単独で計画するのではなく、地域
全体で地熱発電を核とした総合的な地域未来設計を行い、国がその全体計画を支援してい
く仕組みが有効であると考える。他国での事例を参考に、法律の改正や技術開発支援など
が望まれる。日常生活において必要な熱供給源として地熱資源を活用し、地熱発電を核と
したコミュニティを構築し、国がそれを支援することで、低炭素社会が構築でき、また地
域の活性化にもつながる。そのためには、自然公園法と温泉法などの法律の改定、環境ア
セスメントの短期化、技術開発支援など、国による施策が望まれる。
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ふたつの大震災から見た我が国の
地震研究の動向と課題
本文は p.29 へ
　20 世紀の 100 年間に、我が国では 10 人以上の死者・行方不明者の出た震災が平均 3.2
年に 1回の割合で起きてきた。21 世紀に入っても、同じペースで震災は続いている。
　2011 年 3 月 11 日に起きたM9地震による東日本大震災は、戦後最大の震災・津波災害
とともに原発事故を誘発し、我が国全体に深刻な問題を投げかけた。地震調査研究推進本
部は、宮城県沖に全国でもっとも高い確率をもってM7〜M8レベルの地震が発生すると
の警告を事前に発していた。しかし、M9レベルの大地震が発生し得るとまでの認識を示
し得ず、起きた事態に地震研究の関係者は大きな衝撃を受けた。今回の震災は、今後の地
震研究にどのような影響をもたらすのだろうか。
　1995 年の阪神・淡路大震災後に我が国の地震研究は大きな変革を遂げてきたとされて
いる。しかしながら、（社）日本地震学会において、阪神・淡路大震災直前の 1994 年秋と
今回の大震災直前の 2010 年秋の定期大会の研究発表タイトルを比較した結果からは、16
年の時間経過による差がほとんどみられない。一方、米国地震学会との比較を行なうと、
両国の学会の発表傾向に系統的な差異のあることが窺える。セッションの建て方からも同
様の印象を受ける。その違いは研究の性向に見られるミッション性の濃淡であり、米国地
震学会の発表には、ミッション指向性が強いと感じられる。
　第 4期科学技術基本計画では、科学技術全体に対して、国民生活に関わる種々の課題へ
の具体的貢献の可否が問われている。これに沿うべき研究の方向性を決定づけるものは、
研究評価の仕方であると筆者は考える。我が国の地震研究に、これまでよりもより高いミッ
ション性を求めるとするならば、プロジェクト研究に対する研究評価の見直しだけでは不
足であり、むしろ、研究者個人の評価方法を省みる必要があると考える。これは、研究管
理の場に立つ者の手腕に関わる問題であり、真のリーダーシップが問われる課題でもある。
日米地震学会（左：日本、右：米国）の発表タイトルから見たテーマの分類。数字は発表件数
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　地球温暖化による気候変動の影響のひとつとし
て、台風の被害の増大の懸念が指摘されている1）。
日本でも、2011 年台風 12 号は、観測史上の降水量
記録を大幅に更新した。
　2011 年 9 月、（独）防災科学技術研究所と岐阜大
学は、コンピューターシミュレーションによって、
現在および地球温暖化を想定した将来の伊勢湾岸
等において発生可能な最大級の高潮・高波の予測
概要を発表した2）。高潮の再現精度が高い大気―海
洋―波浪の一体計算モデルと、台風を任意の位置
に与える手法の組み合わせにより、高潮・高波の
極限ハザードを予測した初めてのものである。「将
来」とは、IPCCの第三次報告書の中で中庸なA1B
シナリオによる 2099 年 9 月時点を指す。
　高潮とは、台風等による①気圧の異常な低下、
②沖の海水が岸（特に湾奥）に吹き寄せられること、
の複合要因で、潮位が平常時よりも異常に上昇する
（潮位偏差を生ずる）現象である。また、高波とは、
強風によって波の振幅が大きくなることである。一
般に波の高さは、一定時間内に観測される波高の上
位 3分の 1の平均（有義波高）で表される3）。
　今回のシミュレーションは、気候条件から発生し
うる最大級の台風を設定して、紀伊半島南岸沖の海
上に等間隔で 50ケースの初期位置を与え、その後
の台風の強度や進路などとともに各地の潮位や波高
を予測している。
　まず現時点でも起こりうる、最大の潮位偏差を引
き起こすシナリオは、台風が 1959 年の伊勢湾台風
よりもやや東寄りの尾鷲市付近〜津市付近を通過す
るケースである。台風が海上に留まる時間が長くな
るため、紀伊半島上陸時の中心気圧が伊勢湾台風の
930 hPa よりも低い 915 hPa となる。このケースで
は、名古屋港での潮位偏差は最大 5.6 mとなり、伊
勢湾台風の際の観測記録 3.5 mの約 1.6 倍となる。
　2099 年 9月時点では、IPCCのA1Bシナリオに
よれば、大気中のCO2 濃度が 710 ppmでなお濃度
上昇が収束しないとされている。この気候条件で
は、最大級の台風の紀伊半島上陸時の中心気圧は、
50ケースすべてにおいて 895〜905 hPa となる。こ
の場合、名古屋港の潮位偏差は最大 6.9 mに達する。
同様に中部国際空港の潮位は、温暖化による海面上
昇や満潮位を考慮すると、潮位は現在の平均潮位よ
りも最大 5.2 m上昇すると予測され、敷地全体が海
面下に没する。その海面上を有義波高 6m超の高
波が打ち寄せることとなり、空港施設に壊滅的な被
害が予想される（図表）。
　東日本大震災以来、発生頻度は低いが規模の大き
い災害への備えの必要性が指摘されている。その中
で、地球温暖化による気候変動は、従来の災害経験
では想定しえなかったさまざまな影響条件を与える
懸念がある。今後あらゆる可能性を予測し、そのよ
うな場合でも実効性のある対応策が求められるよう
になる。その前提として、ハザード予測はより重要
になる。
　地球温暖化による気候変動の影響のひとつとして、台風の被害の増大が懸念されている。2011 年 9 月、
（独）防災科学技術研究所と岐阜大学は、現在および地球温暖化を想定した 2099 年時点の伊勢湾岸等に
おける高潮・高波のハザード分析の結果を発表した。今回のシミュレーションは、台風の強度や進路な
どとともに各地の潮位や波高を解析・予測したもので、1959 年の伊勢湾台風を大きく超える被害の可
能性を指摘した。東日本大震災以来、発生頻度は低いが規模の大きい災害への備えの必要性が指摘され
ている。従来の災害経験からは想定しえなかったハザードを予測することは、実効性のある防災対策を
図るうえでより重要になる
参　考　1）　科学技術動向　2011 年 7・8 月号　p8
2）　（独）防災科学技術研究所プレスリリース
3）　気象庁ホームページ：http://www.data.kishou.go.jp/kaiyou/db/wave/comment/term/yuugi.html
トピックス1 気候変動を前提とする高潮ハザ ドーの予測
図表　気候変動を前提とした 2099 年における中部国際空
港の高潮ハザード
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トピックス2 工業用ナノ材料のリスク評価手法の開発
　ナノサイズの形態を有する材料は機能の大幅な
向上や新機能の発現が期待され、新しい工業材料
としての研究開発が活発化している。一方で、ナ
ノ材料は、細胞より小さいことによる生体内部へ
の侵入あるいは比表面積が大きいことによる高い
表面活性や反応活性が予想されるため、従来材料
とは異なる人体への影響リスクが懸念されている。
　世界的に見ても、ナノ材料の形態規定もリスク
評価手法はまだ確立されていない。一般の化学物
質は、主に化学的な特性による有害性でリスクが
評価されるが、ナノ材料は主に形態などの物理的
な特性による有害性が問題となることから、リス
ク評価のアプローチは大きく異なる。日本では、
2006〜2010 年の第 3期科学技術基本計画において
重点課題のひとつに挙げられ、ナノ材料のリスク
評価の早期確立が進められてきた1）。
　2011 年 8 月、（独）産業技術総合研究所と産業医
科大学を中心とする研究グループは、工業用ナノ
材料を対象にしたリスク評価の手法を開発し、特
に二酸化チタン（TiO2）・フラーレン（C60）・カー
ボンナノチューブ（CNT）の 3つの物質群につい
ては、作業環境下の各許容曝露濃度（PL：10 年の
時限付き）をTiO2；0.6 mg/m3、C60；0.39 mg/m3、
CNT；0.03 mg/m3 とそれぞれ決定した2）。
　研究グループは、サイズや形態が正確に同定さ
れた試料で有害性試験を行うことを重要と考え、
試料の調製と計測手法の確立を重点的に進め、そ
の成果を「手順書」として公開した3）。例えば、粒
子が凝集していない単分散の試料を基本とし、凝
集した 2次粒子においても 100 nm以下まで分散さ
せる技術を開発した。細胞に取り込まれたナノ材
料については、分解能の高い電子顕微鏡で計測す
ることとした。
　有害性試験としては、ラットを用い、ナノ材料
の再凝集を回避するための短期（4週間）の吸入曝
露試験と、それと並行して長期（2年間）の気管内
投与試験を行い、ナノ材料が長期的に肺に残留す
ることによる種々の影響を調べた。
　ナノ材料の製品化に際しては、各企業が標準的
な手法を用いてリスク評価を実施し、安全に関す
る情報を製品の付加価値とすることができる。し
かし、物質的には同じでもサイズや形態が多様な
ナノ材料では、通常の手法では膨大な試験が必要
となる。そこで、研究グループは、リスク評価の
標準的な手法として、新規ナノ材料のリスク評価
にも適用可能な 2軸アプローチによる推定手法を
提案している（図表参照）。
　また、安全性確保のための世界的な取り組みと
して、経済協力開発機構（OECD）で工業用ナノ材
料作業部会が設置されている。研究グループでは
今後、これらのリスク評価手法と評価値を、OECD
ならびに ISO規格にも提案していく予定である。
　工業用ナノ材料は細胞より小さく比表面積が大きいため、人体への影響リスクも懸念されている。
（独）産業技術総合研究所と産業医科大学を中心とする研究グループは、工業用ナノ材料の新しいリス
ク評価手法を開発し、特に二酸化チタン・フラーレン・カーボンナノチューブの 3 つの物質群につい
て各許容曝露濃度を決定した。研究グループは、リスク評価の標準的な手法として、新規ナノ材料の
リスク評価にも適用可能な 2 軸アプローチによる推定手法を提案している。これらのリスク評価手法
と評価値は、今後、OECD や ISO 規格にも提案される予定である。
参　考
1）　竹村誠洋、「ナノテクノロジーの社会受容に関する取り組み」、科学技術動向、2008 年 3 月号、p.24
2）　中西準子、ナノリスク評価書〜考え方と結果の概略〜（略称：考え方）、2011 年 8 月 17 日（最終報告版）
3）　中西、本田、五十嵐監修、ナノ材料有害性試験のための試料調製方法と計測方法（略称：手順書）、2011 年 9 月
15 日（暫定版）
図表　2軸アプローチによるリスク評価方法
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参　考　1）　H. Minemawari et. al., “Inkjet printing of single-crystal films”、Nature、doi：10.1038/nature10313.
　有機半導体を用いた電子デバイスは、軽い・薄
い・落としても壊れない特徴を持った、より高度
なマン・マシン・インターフェースの実現や、印
刷技術が利用可能なため、省資源・省エネルギー
による低コストでの生産が期待できる。しかしな
がら、これまで結晶性の高い有機半導体膜を基板
上に形成する技術はなく、非晶質シリコン半導体
膜に比較して移動度が低いことが、実用化への課
題の一つとなっていた。
　2011 年 7 月、（独）産業技術総合研究所を中心と
する研究グループは、インクジェット印刷により
基板上の任意の位置に単結晶の有機半導体膜を作
製する技術を発表した（図表）1）。この技術を用い
て試作した有機薄膜トランジスタ（TFT）は、電
界効果移動度が最大で 31.3 cm2/Vs（平均 16.4 cm2/
Vs）を示した。これは、従来の有機 TFT の約 100
倍の値で、現在液晶ディスプレイに適用されてい
る非晶質シリコン TFT や酸化物 TFT を超える性
能である。
　単結晶有機半導体膜は、有機半導体（C8–BTBT*）
を含む半導体インクと結晶化インクの 2 種類のイ
ンクを用い、2 基のインクジェットヘッドから塗布
して作製された。まず、1 基目のインクジェット
ヘッドから結晶化インクを塗布し、続いて 2 基目
のヘッドから半導体インクを結晶化インクに重ね
て塗布して、基板上に 3 ナノリットルの混合液滴
を形成する。混合液滴の内部では、有機半導体は
直ちに過飽和状態になり、液滴表面において緩や
かに半導体結晶の成長が始まり、最終的には半導
体結晶が液滴表面全体を覆う。膜厚は塗布条件によ
り 30〜100 nm と変えられるが、均一性は極めて高
く、膜の表面は分子レベルで平坦である。さらに、
基板上に予め親水／疎水表面処理を施して、塗布
した液滴の形状を制御することにより、結晶の成
長方向も制御できる。
　研究グループでは、単結晶有機半導体膜上に金
電極と有機高分子からなる絶縁層を形成し、TFT
を試作した。この TFT は高移動度特性を有し、ス
イッチング電流の on/off 比が、実用化されている
非晶質シリコン TFT と同等の 5〜7 桁で、8 ヵ月
空気中に放置した後も電流値減少は 10% 以下で
あった。研究グループでは、今後、さらに素子の
安定性の向上とともに、電極も含め全印刷方式で
のプロセス開発を行う予定である。
　大面積への形成が容易なインクジェットによる
高移動度単結晶有機半導体膜を用いたことで、液
晶や有機 EL ディスプレイの高画質化が図れ、さら
に軽量性やフレキシブル性と併せての用途拡大に
可能性がある。また、インクジェット印刷技術の
適用によって、これまで半導体膜製造に不可欠で
あった高コストの真空プロセスを不要とし、省エ
ネルギーかつ低コストでのデバイス製造が可能に
なる。さらに研究グループでは、有機半導体イン
クの研究開発が進めば、高効率で低コストの大面
積有機太陽電池が実現する可能性もあると考えて
いる。
　*C8–BTBT：2,7–dioctyl [1] benzothieno [3,2–b] [1]
benzothiophene
トピックス3 インクジェットにより高移動度単結晶有機デバイスを作製する技術
　2011 年 7 月、（独）産業技術総合研究所を中心とする研究グループは、インクジェット印刷により
基板上の任意の位置に単結晶の有機半導体膜を作製する技術を発表した。試作した有機薄膜トランジ
スタ（TFT）は、電界効果移動度が従来の TFT の約 100 倍の値で、現在液晶ディスプレイに用いら
れている非晶質シリコン TFT や酸化物 TFT を超える性能であった。高い移動度を有する単結晶の有
機半導体膜を TFT に用いたことで、液晶や有機 EL ディスプレイの高画質化が図れ、さらにインク
ジェット印刷技術の適用により、高コストの真空プロセスを不要とし省エネルギーかつ低コストでの
製造を可能とする。さらに、高効率で低コストの大面積有機太陽電池の実現の可能性もある。
図表　インクジェットによる単結晶有機半導体膜の作製方法
参考文献1）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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参　考
1）　ICANN ニュースリリース（2011 年 6 月 20 日）：http://www.icann.org/en/announcements/announcement-20jun11-en.htm
2）　GMO ドメインレジストリ（株）　ニュースリリース（2011 年 6 月 21 日）：http://www.gmo.jp/news/article/?id=3770
3）　日本ベリサイン（株）　ニュースリリース（2011 年 6 月 22 日）：https://www.verisign.co.jp/press/2011/pr_20110622b.html
　インター ネットのドメインを管理する国際団体 Internet 
Corporation for Assigned Names and Numbers 
（ICANN）は、2011 年 6 月20日にシンガポールで開催
した特別会議で、分野別のトップレベル・ドメインgeneric 
top-level domain （gTLD）を自由化することを決定した
1）。トップレベル・ドメインには、「.jp」（日本）や「.us」（米国）
など 252 の国別トップレベル・ドメイン（ccTLD）と、「.com」
（商業組織用）や「.net」（ネットワーク用）など 22 の
分野別トップレベル・ドメイン（gTLD）がある。今回の
決定により、都市名や企業名あるいは製品名や製品分
野名などをgTLDとして登録できるようになる。アルファベッ
ト3 文字以上の文字列であることが必要条件だが、将
来的には日本語を含む各国語での対応も可能になる。
　ICANN は、2012 年 1 月12日から4 月12日までの期
間に新 gTLD の申請を受け付け、50 項目の審査項目を
もとに申請者の実績や技術力などの初期審査および追加
審査と、システムテストなどの権限委譲準備を経て、最
短 9ヶ月で申請された新 gTLDを承認する予定である。
ICANN への申請費用は 185,000ドルで、承認後には年
額 25,000ドルの契約費用が発生する。
　日本でも、GMOドメインレジストリ（株）や日本ベリサイン
（株）が、新 gTLD の申請と運用準備の支援を始めて
いる2、3）。「.canon」、「.hitachi」、「.ryukyu」、「.okinawa」
などが申請される予定であり、「.tokyo」や「.kyoto」も
誕生する可能性がある。海外では、「.paris」、「.london」、
「.nyc」、「.health」、「.movie」、「.eco」、「.shop」、「.sale」、
「.music」なども申請予定である。
　Web サーバーや mail サーバーには、IPv4 の場合、
202.241.・・5.・・4 のように3 桁ごとに区切った合計 12 桁
の IPアドレスが付けられている。このような数字の羅列で
は覚えるのに不便なため、IPアドレスの代わりにnistep.
go.jp のようなドメイン名が使われ、インター ネット上の住所
の役割を果たしている。ドメイン名を入力すれば、DNS 
（Domain Name Service）サーバーによってIPアドレスに
変換され、その IPアドレスを持つ web サーバ にー繋がる。
　ドメインは、図表のような階層構造をしており、各ドメイ
ンには、少なくとも1 つの DNS サーバ をー置くことが義務
付けられている。上層ドメインは、1 つ下の階層のドメイン
のみを管理する。最上層には、世界各国の 13 の企業・
団体が管理するル トーDNS サーバーがあり、それぞれの
サーバーは、トラフィック分散やリスク分散のため、世界
各地の分散サイトで運営されている。新 gTLD がル トー
DNS サーバーに登録されると同時に、新 gTLD の取得
者はサブドメインを管理する義務を負うことになる。
　新しい gTLD の取得により、取得者の意思に基づい
て、使用許可を含めたサブドメインの直接管理が可能と
なる。これにより、セキュリティの強化、顧客対話管理、
日本語サブドメインの使用など、目的にあったサイト運営が
できる。例えば、全国の病院を.hospitalというドメインで
統一すれば、医療機関どうしの連携が密になり、安全に
電子カルテを交換することが可能となる。また、都市名の
gTLD であれば、地元の商店街や観光施設との連携が
可能である。検索エンジンはドメインの信頼性も考慮する
ため、信頼性の高いドメインを構築できれば、検索エンジ
ンで上位表示される可能性も大きくなる。gTLD の自由化
により、このような新たなビジネスモデルによるサ ビース・イ
ノベ シーョンが期待される。
トピックス4 インターネットのトップレベル・ドメインの自由化
　インターネットのドメインを管理する国際団体 Internet Corporation for Assigned Names and Numbers（ICANN）
は、2011 年 6 月 20日に分野別のトップレベル・ドメイン（gTLD）の自由化を決定した。gTLD には、「.com」
や「.net」など 22 種類のドメインがあるが、新たに都市名や企業名あるいは製品名や製品分野名を登録できる
ようになる。日本でも申請と運用準備の支援を始めており、2012 年 1 月 12日から4 月 12日まで申請を受け付
け、最短 9ヶ月で承認される。使用許可を含めたサブドメインの直接管理により、日本語サブドメインの使用な
ど目的に合ったサイト運営が可能となり、新たなビジネスモデルによるサービス・イノベーションが期待される。
図表　ドメインの階層構造
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　2011 年 9 月と 10 月に、使命を終えた大型衛星の
部品落下が相次ぎ、世界中の注目を集めた。どち
らも海上に落下して、人的被害や物的被害は出な
かった。
　1991 年に米国航空宇宙局（NASA）がスペース
シャトルにより地球周回軌道に投入した質量 6.5 トン
の上層大気観測衛星「UARS」（Upper Atmosphere 
Research Satellite）が、20 年目の 2011 年 9 月 24
日に米領サモア付近で大気圏に再突入し、総計
530 kg 程度の 10 数個の部品が燃え尽きずに 800 km
ほどのエリアに散乱した。「UARS」は運用中にオ
ゾン層の化学成分を計測するなど多くの科学成果
を挙げ、2005 年にその役割を終えていた1）。「UARS」
の軌道傾斜角（衛星の軌道面と赤道面のなす角度）
が 57 度であるため、北緯 57 度から南緯 57 度まで、
世界の人口の大部分が居住している広い地域で落
下の可能性があった。特定の人が落下物にぶつか
る確率は 22 兆分の 1、人間にぶつかる確率は 3,200
分の 1 と予測されていた。
　一方、1990 年に打ち上げられたドイツ航空宇
宙センター（DLR）の天文観測衛星「ROSAT」
（Roentgen Satellite）が 10 月 23 日にベンガル湾付
近の上空で再突入し、部品が湾内に飛散したと見
られている。
　「ROSAT」は搭載 X 線望遠鏡により全天の観測
を行うなど大きな科学成果を挙げ、1998 年に役目
を終えていた2）。
　「ROSAT」は打上げ時質量が 2.4 トンで「UARS」
より軽かったが、燃え尽きずに落下した部品は最
大 1.7 トンに及ぶと予想されていた。「ROSAT」の
軌道傾斜角は約 53 度で、「UARS」と同様に広い地
域に落下する可能性があった。人間にぶつかる確
率は「UARS」より高い 2,000 分の 1 と発表された。
　飛行経路をウェブ情報3）により追跡したところ、
10 月 23 日の日本時間 9 時 35 分前後に屋久島、足
摺岬、琵琶湖、北アルプスなどの上空を飛行して
三陸海岸から太平洋へ抜けていた。その直後、10
時 45 分から 11 時 15 分の間に「ROSAT」は消失
した。
　落下時刻の予測は、ドイツ国内のレーダ観測施設
の観測データや米国戦略司令部（USSTRATCOM）
の衛星追跡データなどに基づいて DLR が逐次発表
した。最終予測は日本時間 10 月 23 日朝に、8 時
30 分から 14 時の間と発表された。この中央値が
11 時 15 分であり、実際の消失時間帯は予測にかな
り近かったと言える。
　1993 年以降、世界の主要な宇宙機関の研究者が
集まって「国際機関間スペースデブリ調整委員会」
（IADC＝The Inter-Agency Space Debris Coordi-
nation Committee）という討議の場が設けられ、
その中で有害な宇宙デブリを低減するためのガイ
ドラインが作成された。その結果、最近の衛星は、
落下時に人間にぶつかる確率が 10,000 分の 1 以下
になるように設計されるようになった。また、燃
え尽きやすい材料の選定、分解しやすい構造を採
用することや、制御可能なうちに再突入させたり、
安全な軌道まで高度を上げるなどの方策が実施さ
れている。
　今回のような過去の大型衛星だけでなく、人工
衛星同士の衝突や、太陽活動により発生する磁気
嵐による衛星機能の喪失など、宇宙活動の安全性
を脅かす問題がいつでも起こりうる状況が発生
しており、宇宙状況認識（SSA=Space Situational 
Awareness=）への関心が高まっている。
トピックス5 使命を終えた大型人工衛星の部品落下
　2011 年 9 月、米国の地球観測衛星「UARS」が大気圏に再突入し、部品の一部が燃え尽きずに南
太平洋に落下した。続いて 10 月には、ドイツのX線天文衛星「ROSAT」がベンガル湾上空付近で
再突入し、海中に落下した。1993 年以降、「国際機関間スペースデブリ調整委員会」ではガイドライ
ンが作成され、衛星には種々なデブリ対策が施されているものの、宇宙活動の安全を脅かす問題が発
生しており、これらの対策に加え、衛星同士の衝突回避や太陽風による衛星機能喪失などを防御する
宇宙状況認識（SSA）への関心が高まっている。
参　考
1）　米国航空宇宙局（NASA）　UARS：http://www.nasa.gov/mission_pages/uars/
2）　ドイツ航空宇宙センター（DLR）　ROSAT：http://www.dlr.de dlr/en/ desktopdefault.aspx/tabid-10424
3）　REAL TIME SATELLITE TRACKING：http://www.n2yo.com
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トピックス6 Facebookアプリケーション開発による経済効果の推定
　米国メリーランド大学のデジタルイノベーション技術戦略センターは、Facebook のアプリケー
ション開発によって創出された雇用から経済効果を分析した。急成長した Facebook アプリケーショ
ン開発企業および関係する他産業において創出された雇用は 18.2〜23.6 万人で、他産業への波及を
含めた経済効果は年間 121.9〜157.1 億 US$ と推定された。この推定には、雇用以外の経済的価値の
向上は含まれておらず、それらも含めると、Facebook による経済効果はこの研究で推定された値よ
りもかなり大きいと考えられる。
　ソーシャルネットワークサービスの 1つである
Facebook の利用者は全世界で 7億 5000 万人を越
えている。2007 年に Facebook 上でアプリケーショ
ンを開発する環境が提供されて以来、ゲームなど
のFacebook アプリケーションを開発する企業が急
成長している。
　2011 年 9月、米国メリーランド大学のデジタル
イノベーション技術戦略センターは、Facebook の
アプリケーション開発による雇用創出を中心とする
経済効果の推定し、結果を発表した1）。他産業への
波及を含めた経済効果を定量的に解析した例はこれ
が初めてである。研究結果によれば、米国における
Facebook アプリケーション開発によって創出され
た雇用は 18.2〜23.6 万人であり、年間 121.9〜157.1
億 US$ の経済効果があると推定された。この数字
は、2010 年の米国GDP比 0.08〜0.12%にあたる。
　この研究では、Facebook アプリケーション開発
企業（以下、開発企業）における雇用創出という直
接効果と、関連する他産業における雇用創出の間接
効果に分けて推計を行ない、両者を合計している。
　まず、雇用の直接効果は開発企業の雇用者数と
し、アプリケーションの月間アクティブユーザー
数と開発企業数の相乗効果を示すモデルを用いて
推定した。雇用者数の得られた 148 社のデータか
ら雇用推定モデルを決定し、開発企業 8,308 社の月
間アクティブユーザー数から開発企業全体の雇用
者数を 53,484 人と推定した。一方、雇用の間接効
果は、直接効果である開発企業の雇用者数に、関
連する産業の雇用乗数をかけることで求めている。
具体的には、産業連関分析等により求めたブロー
ドバンド産業、通信産業、インターネット・情報
産業の雇用乗数をかけ合わせている。その結果、
間接効果による雇用は 12.9〜18.2 万人と推定され
た。直接・間接の両効果を合計し、創出された雇
用を 18.2〜23.6 万人と推定した。
　経済効果は雇用者数に平均報酬をかけて算出し
ている。直接効果は、米国の全スタートアップ企
業・ITスタートアップ企業・調査した開発企業 63
社の平均報酬を基に、46.6〜51.0 億 US$ と推定し
た。間接効果は、米国企業の平均報酬を基に 75.3〜
106.1 億 US$ と推定した。両効果を合計し、経済効
果を年間 121.9〜157.1 億 US$ と推定した。
　ただし、この研究ではアプリケーション開発に
よる雇用創出のみに注目しており、推定結果は
Facebook により創出された経済効果の一部に過ぎ
ない。ソーシャルネットワークサービスを含めた
ウェブサービスの場合、課金サービスや有料コン
テンツによる収益に加えて、アクセス数の増加に
よる商品・サービス、広告やブランドなどの経済
的価値の向上も経済効果の一部と考えることがで
きる。したがって、これらも含めると、Facebook
による経済効果は、この研究で推定された値より
もかなり大きいと考えられる。
参　考　Il-Horn Hann, Siva Viswanathon, and Byungwan Koh, The Facebook App Economy, Center for Digital 
Innovation, Technology and Strategy, The University of Maryland,
http://www.rhsmith.umd.edu/DIGITS/pdfs_docs/research/2011/AppEconomyImpact091911.pdf
図表　Facebookアプリケーション開発による経済効果の推定
参考文献1）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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2011 年ノーベル賞
自然科学 3部門の受賞者決まる
特別記事
　2011 年のノーベル賞自然科学 3 部門（生理学・医学賞、物理学賞、化学賞）の受賞者が決まった。
10 月 3 日にスウェーデン カロリンスカ研究所より生理学・医学賞が、同国王立科学アカデミー
から 4 日に物理学賞、5 日に化学賞が発表された。以下に受賞者と受賞理由について紹介する。
自然科学 3部門受賞者と受賞理由の概要
（1）生理学・医学賞
Bruce A. Beutler（米）：米スクリプス研究所教授
Jules A. Hoffmann（仏）：仏国立科学研究センター細胞分子生物学研究所ディレクター
ストラスブール大学教授
Ralph M. Steinman（米）：米ロックフェラー大学教授
受賞理由
「自然免疫の活性化に関する発見、および樹状細胞の発見と獲得免疫におけるその役割の
発見」による
　ヒトや動物は、免疫反応によって、体内に侵入した細菌や他の微生物から身を守って
いる。長い間、その免疫反応を開始するスイッチの正体について研究がなされた中で、
Beutler 氏と Hoffmann 氏は、微生物が体内に侵入した時に最初に働き自然免疫を活性化
させるタンパク質を発見した。Hoffmann 氏は、1996 年にショウジョウバエを使った実
験で、Toll というタンパク質が真菌のセンサーとして働くことを示した1）。Beutlre 氏は、
1998 年にマウスのリポ多糖（LPS）を認識する受容体である、Toll 様受容体を同定した2）。
Steinman 氏は樹状細胞を発見し、この細胞が自然免疫に続く獲得免疫を活性化し制御す
ることを明らかにした（代表的論文として3））。獲得免疫は、微生物を体内から排除する
役目を担う反応である。
　3 人の受賞者の研究業績によって、自然免疫とそれに続く獲得免疫の活性化とその調
節の仕組みが明らかにされ、その後、様々な疾患のメカニズムの解明に役立った。彼ら
の研究は、感染症、がん、炎症性疾患に対する新たな予防法や治療法の開発への道を開いた。
参考文献
1）　Lemaitre B. et al., The dorsoventral regulatory gene cassette spätzle/Toll/cactus controls the 
potent antifungal response in drosophila adults. Cell 1996；86：973-983.（背腹の制御遺伝子カセッ
トspätzle/Toll/cactus は、ショウジョウバエで抗真菌反応をコントロールする）
2）　Poltorak A. et al., Defective LPS signaling in C3H/HeJ and C57BL/10ScCr mice：Mutations in 
Tlr4 gene. Science 1998；282：2085-2088.（C3H/HeJ マウスおよび C57BL/10ScCr マウスにおけ
る LPS シグナリングの欠損：Tlr4 遺伝子の変異）
3）　Steinman R. M. et al., Identification of a novel cell type in peripheral lymphoid organs of mice. 
Journal of Experimental Medicine 1973；137：1142-1162.（マウスの末梢リンパ組織における新
規の細胞種の同定）
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Saul Perlmutter：（米）カリフォルニア大学およびローレンス・バークレイ国立研究所
Brain P. Schmidt：（豪）オーストラリア国立大学
Adam G. Riess：（米）ジョーンズ・ホプキンス大学
受賞理由
「遠方の超新星の観測による宇宙の膨張加速の発見」に対して
　137 億年前に起きたビッグバン以降、宇宙は膨張し続けていることはよく知られてい
る。重力によって膨張速度は遅くなり、遅くなりながらも膨張を続ける、あるいは、収
縮に転じてビッグクランチを迎える、という宇宙の未来についての 2 つのシナリオが描
かれていた。Perlmutter 博士は「超新星宇宙プロジェクト」を、Riess 博士と Schmidt
博士は「High-z 超新星探査チーム」を率い、膨張速度がどの程度遅くなっているのかを
求めるために、世界中の天文台の協力を得て、遠方の数十の超新星の観測を行った。観
測結果を用いて宇宙の膨張速度を計算したところ、膨張速度は 70 億年くらい前に比べて
速くなっているという、驚くべき結果となった。宇宙の膨張が加速するためには斥力が
必要であり、その原因として、アインシュタインの宇宙項を一般化した「ダークエネル
ギー」が考えられているが、その実体は未だに謎に包まれたままである。
　超新星とは爆発が起きて一時的かつ急激に明るくなる星のことである。太陽型恒星の
終末形態である白色矮星は、近接連星を伴うと連星から水素が供給されて質量が増加し
続ける。しかし、質量が太陽質量の 1.44 倍になった時に、超新星爆発を起こす。このタ
イプの超新星は Ia 型と呼ばれ、どの Ia 型超新星も同じ明るさを持ち同じ収束過程をた
どる。Ia 型超新星の明るさを測定することにより地球からの距離が分かり、発光または
吸収スペクトルの赤方偏移を測定することにより地球から遠ざかる速度が分かる。図の
一番上の実線は、宇宙が等速膨張する場合であり、また、上の破線ほど、ダークエネルギー
の割合が大きい。遠い超新星の測定点は、等速膨張の理論曲線より左側にあり、遠い星
ほど、即ち、時間を遡るほど、地球から遠ざかる速度は遅いことがわかる。このように
して、宇宙の膨張は加速し
ていることが結論づけられ
た。さらに、ダークエネル
ギーは宇宙の全エネルギー
の 73% 程度を占めると推測
される。
　Riess 博士たちは 16 個の
Ia 型超新星を、Perlmutter
博士たちは 42 個の Ia 型超
新星を観測して、同じ結論
に達した1、2）。今回の発見は、
宇宙の常識を塗り替える大
きな発見であるが、その原
因については未だ未解明の
部分が多い。
参考文献
1）　A.G. Riess et al., Astron. J., 116, 1009-1038,（1998）
2）　S. Perlmutter et al., Astrophys. J., 517, 565-586,（1999）
3）　Nobelprize.org. 5 Oct. 2011,
http://www.nobelprize.org/nobel_prizes/physics/laureates/2011/sciback_fy_en_11.pdf
（2）物理学賞
文献 3 より引用
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図表 準結晶の構造（2 次元：ペンローズ格子の例）
（3）化学賞
Dan Shechtman（イスラエル）：テクニオン−イスラエル工科大学　特別教授
受賞理由
「準結晶の発見」に対して
　固体物質の構造は、原子（あるいは分子、イオン）が空間的に規則正しく配列された
結晶（crystal）と、配列に規則性のない非晶質（amorphous）に分類できると考えられ
ていた。さらに、結晶には、単位となる原子配列を平行に移動すると周期的に重なる性
質（並進対称性）がある。1984 年 11 月、Dan Shechtman 博士は、原子配列に規則性は
あるが結晶と認められる周期性を持たない、新しい構造の固体物質を発見した1）。博士は、
液体状態から急冷して作製したアルミニウム（Al）–マンガン（Mn）合金について、電子
線をあてた際の原子配列により回折されたパターン（電子線回折像）を解析した。その
結果、この物質が正二十面体相（icosahedral phase）から成り、並進対称性をもつ結晶
では存在し得ない 5 回の回転対称を持つことを見いだした。これが後に命名された準結
晶（quasicrystal）2）の発見で、それまでの固体物質の概念を根本から覆す画期的な業績
として、今回評価された3）。
　準結晶の構造は、発見以前にすでに幾何学的に見いだされていたペンローズ格子をモ
デルと考えることができる（図表参照）。格子点を結ぶ直線の間隔は、L/S=（1+ 5 ）/1 で、
視感的にも美しいとされるいわゆる黄金比となり、L と S の配列は、花びらの数など自
然界にも存在するフィボナッチ数列（LSLLSL…）をなしている。その後、準結晶の異
形が相次いで見つかり、現在までに正十角形相、正十二角形相、正八角形相を含め、少
なくとも 4 種類が報告されている。
　なお、当初作製された準結晶は非安定相で欠陥も多かったが、その後の研究から、準
結晶の安定相（Al–Cu–Fe など）が結晶成長と同様の方法で作製できるようになり、研
究が大きく進展した。準結晶では、電気抵抗が結晶や非晶質より高く異方性を示す、あ
るいは、比熱が高いといった物性を有し、新材料としても期待される。
参考文献
1）　D. Shechtman, I. Blech, D. Gratias and J. W. Cahn, “Metallic Phase with Long-Range 
Orientational Order and No Translational Symmetry”, Phys. Rev. Lett. 53, 1951–1953（1984）
2）　Dov Levine and Paul Joseph Steinhardt, “Quasicrystals: A New Class of Ordered Structures”, 
Phys. Rev. Lett. 53, 2477–2480（1984）
3）　http://www.nobelprize.org/nobel_prizes/chemistry/laureates/2011/sciback_2011.pdf
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科学技術動向研究
地域イノベーションと震災復興に
寄与する地熱エネルギーの利用
　2011年 3月の東日本大震災を契機
に、日本では「日本再生のための戦
略に向けて」をはじめとするさまざま
な検討が進んでいる1）。特に、グリー
ン・イノベーション戦略の強化と前倒
しを軸とした、新たなエネルギーベス
トミックス実現の戦略が議論されてお
り、これまで以上に再生可能エネル
ギーの導入が加速されることは必須
である。エネルギ ・ー環境会議2）と関
係省庁・関係機関が協力して、国民
的議論も深め、新たなベストミックス
をエネルギー基本計画として策定し、
これに沿ってエネルギ ・ー環境産業
戦略およびこれらを支えるグリ ンー・
イノベーション戦略からなる「革新的
エネルギ ・ー環境戦略」も策定され
る予定が「政策推進指針」（2011年
5月17日閣議決定）にて述べられて
いる。これによると、短期的には電
和田　潤
環境・エネルギーユニット
浦島　邦子
環境・エネルギーユニット
力制約への政策対応や災害に強いエ
ネルギー供給体制の構築等、新たな
成長の芽（エコタウンの建設、省エネ・
新エネビジネス、分散型エネルギー
システムの展開など）の育成と資金
需要拡大の好循環形成、被災地域
における先行モデル的な実施に積極
的に対応、そして中長期的には安全・
安定供給・効率・環境の要請に応え
る新たなエネルギ ・ー環境構造を検
討することになっている3）。
　再生可能エネルギーは、その自
然の補充する力の範囲内で利用して
も枯渇せず、また一般に地球温暖
化の原因にもならない。国際エネル
ギー機関（IEA）発行のRenewables 
Informationは「絶えず補充される自
然の過程に由来し、様 な々形態のう
ち太陽から直接供給される光や地球
内部で発生する熱、太陽や風や海洋
や水力やバイオマスや地熱資源から
発生した熱や電力、そして再生可能
資源に由来するバイオ燃料と水素」
を再生可能エネルギーの対象として
いる。このうち、太陽光発電は、我
が国ではすでに住宅用のものについ
ては余剰電力の買取制度が導入さ
れ、住宅用太陽光パネルの普及が進
んでおり、効率向上が課題である4）。
また、風力発電や小規模水力発電5）、
火力発電所でのバイオ燃料の混焼6）
も、導入が比較的容易であることから、
近年は産業界で導入が進んでいる。
　本稿では、我が国の状況と世界
各国での現状を俯瞰し、地熱のエ
ネルギー源としてのポテンシャルお
よび、熱利用を通じた地域への貢
献ならびに政策的な対応策につい
て述べる。
2-1
地熱資源
　地熱資源とは、地球が元来地中
に持っている熱エネルギーのう
ち、利用できるものを指す。発電
のほか熱源として直接利用可能で
あり、これを活用することで非再
生エネルギー資源の節減と地球温
暖化防止が期待できる8）。
　地中の温度は、地下深度に伴っ
て上昇し、この上昇割合を地温勾
配と称する。日本の陸地での平均
的な地温勾配は 30℃/km 程度で
ある（世界平均は 20℃/km 程度）。
したがって、深度を問題にしなけ
1 はじめに
2 地熱エネルギーに関する現状と課題
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れば、地中の熱源自体はあらゆる
土地に存在する。ただし、それを
経済的に利用するためには、高温
の熱がなるべく浅い場所にあるこ
とが望ましい。その熱を適度に取
り出す限りは、絶えず新たな熱が
地球の深部から補充されるため、
持続可能かつ再生可能なエネル
ギー源といえる。
　図 1 に示すように、地熱資源に
は熱の補充の形態により、地中奥
深い熱が地下水に伝わりその水の
移動により上がってくる「対流型
地熱資源」と、移動する水がなく
岩石の熱伝導により伝わってくる
「高温岩体地熱資源」がある。地
熱資源とよばれてきたものは、利
用しやすい前者が中心で、熱は熱
水または蒸気として得られ、温泉
のように自然湧出している場合も
ある9）。
　図表 2 に、地熱資源の地下モデ
ルを示す。これまで発電に利用さ
れてきた熱水や蒸気は、水を通さ
ない遮蔽層に行く手を阻まれた圧
力の高い地下水の貯留層が地熱で
加熱されたもので、深さは 1000～
2000 m くらいの場合が多い。こ
の熱せられた地下水が、井戸（生
産井）を掘ることにより、圧力を
持った蒸気または熱水として地上
に取り出される。発電に供する熱
水にせよ温泉にせよ、その水の根
源はほとんど周辺地域に降った雨
水であることが近年になって判明
してきた。地熱発電に供したあと
の冷めた水は、地下の水バランス
の保持、あるいは地下由来の不純
物による周辺環境影響防止のため
に、還元井を通じて再び地中に戻
す場合が多い10）。
　我が国は、世界でも地熱資源の
豊かな国である。図表 3 に世界
の地熱発電の資源量と設備容量
を示す。我が国の地熱資源量は、
150℃以上の熱水資源だけで発電
出力に換算して 23,470 MW 分（30
年間持続できる出力）とされ11）、
米国、インドネシアに次いで世界
3 位の資源量を有する。我が国に
はまだ手つかずの地熱資源が豊富
に存在する。
　地熱資源は、地熱発電のほか、
熱源として直接利用することも可
能である。図表 4 に、地熱エネル
ギーの利活用のフロー図を示す。
地熱資源は通常、熱水や蒸気が自
分の圧力で坑井から出てくるた
め、システム構成にもよるが、基
本的に外部電源喪失などの非常時
でもエネルギー供給源としての機
能を確保しやすいと考えられる。
　地中熱利用とは、地下（0～100 m
深程度）の土壌または地下水の熱
をヒートポンプの熱源として活
用する技術であり、科学技術動向
No.90（2008 年 9 月）でも取り上
げた。地中の温度は年間を通して
ほぼ一定で、夏は気温より低く冬
は高い。そこで、夏は地下に廃熱、
冬は地下から抽熱してヒートポン
プの熱源として利用すれば、大気
を熱源とする場合よりも低動力で
冷暖房ができ、融雪や給湯を行う
ことができる12）。
2-2
地熱発電
2-2-1　他の再生可能
エネルギーとの比較
　地熱発電の特徴を他の再生可能
エネルギーと比較すると、大きな
図表 1　地熱資源の種類
図表 2　地熱資源の地下モデル（大沼・澄川地熱系モデル）
出典：参考文献10）
出典：参考文献10）
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図表 3　各国の地熱資源量と発電設備容量、地熱発電量
出典：参考文献12）を基に科学技術動向研究センターにて作成
科学技術動向研究センターにて作成
特長として、次の点が挙げられる。
・太陽光発電や風力発電に比べ、
供給信頼性が高い。バックアッ
プ電源や蓄電池などを設置する
図表 4　地熱の利用
ことなく、電力の安定供給が可能
である。また、太陽光発電や風力
発電よりも稼働率が高いので、図
表 5 に示すように、同じ出力で
も年間では数倍の発電電力量が
得られる。設備利用率も高く、
発電単価も太陽光と比較すると
1/5 から 1/3 程度である13、14）。
図表 5　年間発電電力量・設備容量・発電単価・設備利用率の比較（2008 年度）
グラフは科学技術動向研究センターにて作成、発電原価・設備利用率の出典は参考文献13）
※原子力に係る発電原価については、現在内閣府原子力委員会による再評価が行われている。
図表 5　注）設備利用率（％）＝ 1
年間の発電電力量／（定格出力×
1 年間の時間数）× 100％
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図表 6　各発電方式によるライフサイクル CO2 排出量（単位：g–CO2 / 送電端 kWh）
出典：（財）電力中央研究所報告書 Y09027「日本の発電技術のライフサイクル CO2 排出量評価―
2009 年に得られたデータを用いた再推計」今村 栄一ら
・副生する熱をいろいろな用途に
活用可能である。
・ライフサイクルとしての CO2 発
生量は、太陽光発電・風力発電の
2～4 分の 1 と少ない。（図表 6）
2-2-2　日本の地熱資源開発に
関する課題
　我が国の地熱発電所は、1990～
96 年 に か け て 314 MW 増 加 し、
この期間の増設分が現在の容量
540 MW の過半数を占めている。
これは、1974 年のサンシャイン
計画開始以降、石油開発技術や鉱
山技術をもとにゼロから地熱資源
の探査技術や熱水・蒸気のハンド
リング技術などを開発し、人材を
育成してきた成果が具現化してき
たことと呼応している。しかし、
1999 年の八丈島発電所運転開始
以降は、後述する小規模なバイナ
リー発電の増設を除き、新規の導
入はなかった。これは、近年、米
国、アイスランド、フィリピン、
インドネシア、イタリアなどで急
激に導入が進んでいるのとは対照
的である。
　我が国の地熱発電が他の再生可
能エネルギーや海外諸国の地熱発
電とは対照的に伸び悩んでいる理
由として、下記のような要因が指
摘されている。
①資源調査に長い年月を要し、ま
た調査結果によっては途中で事
業化を断念せねばならなくなる
リスクがあること
②適地の多くが自然公園内にあ
り、現行の自然公園法のもとで
は開発が困難なこと
③温泉事業者から温泉に影響を与
える懸念が指摘されること
④環境影響評価手続きに最低 3 年
を要すること
⑤上記各項の二次的要因として、
事業開始から発電開始までの
リードタイムが 10 年以上にお
よび、資金回収が遅く、ビジネ
スインセンティブが乏しいこと
⑥再生可能エネルギーの中で、政
府による初期投資援助が小さい
こと
　このうち、我が国特有の要因は
②～④である。特に、自然公園法
は、自然環境や景観保護のため、
国立公園などでの発電関連設備の
設置を規制している。国立公園や
温泉地には地熱発電に使われる熱
水資源が豊富にあるが、この規制
により開発が進まなかった。
　また、民主党政権による事業仕
分けにより、「地熱開発促進調査
事業」と「地熱発電開発事業」の
2 事業が廃止や白紙化を前提とし
た「抜本的改善」の措置を受ける
ことが 2010 年 5 月決定された15）。
　①に関連して、地熱開発のコス
トのうち、掘削費用が最も大きな
割合を占めていることも無視でき
ない。地熱の商業化のカギは、十
分な供給量の熱水を確保できるか
否かにかかっているため、事業を
安定的に行うに足る熱水脈を発見
するまでに掘削ターゲットを誤る
リスクが高い。発見までに多くの
掘削が必要となれば、地熱事業へ
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の投資は莫大なものとなる。地下
2000 m 程度まで掘るとすると、
井戸 1 本 3 億円～4 億円のコスト
がかかることから、民間事業者に
とってリスク負担が重い。これ
も、これまで事業化が進まなかっ
た大きな要因である。
　地熱に限らず、いわゆる新エネ
ルギーには政府が初期投資を援助
している。しかし、使用する発電
源によって差が大きい。平成 23
年度新エネルギー等導入加速化
支援対策事業の結果16）によると、
太陽光発電は 1/3 以内か 25 万円
/kW のいずれか低い額、風力発
電は相当の理由がある場合には個
別協議により最大 15 億円、天然
ガスコージェネレーションおよび
マイクログリッドについては上限
5 億と別途上限等が定められてい
る。一方、地熱への補助率は、調査
井掘削事業が 1/2 以内、地熱発電
施設設置事業が 1/5 以内である17）。
これは、例えば約 10 億円かかる
深度 2000 m の掘削調査に対して、
最大 5 億円しか負担されないこと
を意味する。後述するバイナリー
地熱発電 50 kW システム（送電
端）および系統連系等に必要な電
力設備においては、約 1.2 億円の
設置費用18）に対して、補助金は
2400 万円程度である。⑥に記し
たように、地熱発電は政府援助の
点でも不利であった。
　こうした多くの理由により、他
の再生可能エネルギーと比較して
あまり注目されてこなかった地熱
は地熱特有の課題もあるが、解決
策がある程度見込まれる課題がほ
とんどである。
　図表 7 に全国にある地熱発電の
現状を示す19）。現在、全国 9 都道
県で稼働しており、主に火山帯に
沿って北海道・東北・九州の特定
のエリアに偏在して分布してい
る。発電のみならず、同時に熱供
給源としても利用されており、地
域の事業などにも貢献している。
3–1–1　ドライスチーム方式
およびフラッシュ型
発電
　生産井からの噴出物が熱水を殆
ど含まない蒸気であれば、簡単な
湿分除去を行うのみで蒸気タービ
ンに送って発電することが可能で
あり、これをドライスチーム（dry 
steam）式発電と呼ぶ。我が国最
初の地熱発電である松川発電所は
この方式で、1966 年以来現在も
継続発電している。
　一方、生産井からの噴出物が蒸
気よりも熱水が主体（熱水卓越型） 
である場合である場合は、生産井
から得られる気液二相流を汽水分
離（フラッシュ）して水蒸気を蒸
気タービンに導いて発電する（フ
ラッシュ型発電・。図表 8）。汽
水分離器で蒸気を分離した後の熱
水の圧力がまだ十分に高い場合に
3-1
「発電」としての利用
　これまでに国内に設置された事
業用地熱発電の単機出力、すなわ
ち 1 台の発電機を構成する一連の
設 備 容 量 は 数 MW～112 MW で
ある。一部ホテルなどの自家用に
は、100 kW の例もある。事業用
地熱発電では、発生した電力が遠
隔の需要地へ送電されて使用され
ることから、火力・水力発電所等
と同様に集中型電源の性格を有す
る。大まかにいえば、事業用地熱
発電は大型の風力発電機と同規模
ないし 1 桁大きく、中小規模の水
力発電所と類似した出力となって
いる。既存の典型的な地熱発電は、
取り出した蒸気または熱水を減圧
（フラッシュ）することで一部が
蒸発してできた蒸気を蒸気タービ
ンに導いて、タービンを回して発
電する。したがって同じ熱水流量
でも熱水の温度が高いほど発電出
力が大きくなり、ひいては経済性
に勝るので、温度の高い熱水が得
られる地点に設置することが好ま
しい。
は、2 つ目の汽水分離器を設けて
熱水を減圧し、更なる蒸気を発生
させて蒸気タービンの中間段に投
入することにより、出力の向上お
よび地熱エネルギーの有効利用を
図ったダブルフラッシュサイクル
方式も一部で行われており、図表
7 の森および八丁原発電所にて採
用されている。
　ドライスチームおよびフラッ
シュ発電は、単機出力は最大数万
kW（海外では 14 万 kW）で、集
中型電源として用いられている発
電方式であり、地熱発電の主流と
なっている。これらの発電方式は、
主に熱水温度 200℃以上の地点に
適している。
　なお、この大型発電に使用され
る地熱用タービンは、日本のメー
カー 3 社（三菱重工、東芝、富士
電機）が世界 7 割のシェアを占め
ている。地熱用のタービンや発電
機は、地下からの様々な物質がそ
のままタービンに送られることも
あり、通常の火力発電より過酷な
環境にさらされる。通常は 2 年に
1 度のメンテナンスを必要として
いたが、日本製の地熱タービンは
静止部や回転部をコーティングす
ることで耐食性を向上させたり、
3 我が国の地熱エネルギー利用の現状
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図表 8　ドライスチーム / フラッシュ型発電
図表 7　地熱発電の現状（2010 年 11 月現在）
参考文献14、31）を基に科学技術動向研究センターにて作成
湿分（水滴）を捕獲してタービン
の外に排出する装置を適用するこ
となどにより、今では 6 年間使い
続けても問題ないほど安定的に運
転できるような高度の品質を具え
ている。このことが、シェア拡大
の要因となっている。
3–1–2　バイナリー発電
　蒸気タービンは一般的に水蒸気
で回転するが、水蒸気の代わりに
水より沸点の低い物質、たとえば
炭化水素に熱を与えて蒸発させ、
圧力をもった低沸点物質の蒸気で
駆動する発電システムをバイナ
リー（サイクル）発電とよぶ。本
方式では、水蒸気駆動では利用で
きない 150～200℃未満の熱源で
19
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注1　Renewables Portfolio Standard。新エネルギー等の普及を目的に、電気事業者に対して毎年その販売電力
量に応じた一定割合以上の新エネルギー等から発電される電気の利用を義務付けた制度。
も発電が可能である（図表 9）。
　近年世界では本方式が急増して
いる。この発電方式ではイスラ
エルの Ormat 社が世界のトップ
シェアである。九州電力（株）八丁
原発電所（105 MW）では、出力
の衰えた既設生産井を利用して、
出力 2 MW の Ormat 社のバイナ
リー発電設備を 2006 年に導入し
た。タービンを駆動する作動流
体にはノルマルペンタン（沸点：
36℃）が用いられている。また、
水とアンモニアの混合物を作動流
体とするカリーナサイクル発電
は、バイナリー発電の一種であり、
さらに低温（100℃未満）の熱源
でも発電が可能である。
　バイナリー発電は RPS 法注1）上
の新エネルギーの 1 つとして認定
された。フラッシュ発電のような
高温熱源を必要としないため、フ
ラッシュタイプと比較すると設置
可能な場所が多く、我が国でも今
後増加が見込まれる。
3–1–3　温泉発電
　既存の温泉熱を温浴に適する温
度にまで下げる際に、これまで利
用せずに放熱していた熱を利用し
てカリーナサイクル発電すれば、
約 723 MW の発電が可能との試
算がある24）。これは前述のバイナ
リー発電の一種であるが、俗に温
泉発電と呼ばれ、新たな井戸を掘
ることなく、現有の温泉の熱を利
用して容易に新たに発電ができる
ことが特長である。温泉発電は、
現有の地熱発電容量に加えた発電
ポテンシャルを有すると期待され
ている。図表 10 にその概要を示す。
3–1–4　高温岩体発電
　高温岩体発電（Enhanced Geo-
thermal System：EGS）とは、図
表 11 に示すように、地下にある
高温の岩体に地上から水を投入し
て、人工的に蒸気や熱水を発生さ
せ、これを地上に回収することで
タービンを回す発電方式である20）。
高温岩体発電は天然の蒸気や熱水
が得られない場所をターゲットと
した次世代技術である。この方式
では、地下の高温岩体に水が通る
ための亀裂を人工的に発生される
こと、地中に高圧の水を注入し熱
水や蒸気を回収することが重要な
技術である。
　我が国では、（財）電力中央研究
所が秋田県雄勝で、NEDO が山
形県肘折で高温岩体熱の回収試験
を実施したことがある。後者では
約 2 年間にわたる熱水回収循環試
験と約 3 か月間の 50 kW の発電
試験が行われた。いずれも 2002
年度で終了し、その後は継続した
試験は行われていない。
図表 9　バイナリー発電
図表 10　温泉発電
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図表 11　高温岩体発電
3-2
「熱」としての利用
　我が国では、家庭で使用される
エネルギーの半分以上は、給湯や
暖房などの熱を発生させるために
使用されている。また、図表 12
に示すように、産業でも広範囲の
熱エネルギーの用途がある。
　地熱エネルギーがもつ、他の再
生可能エネルギーにない特色は、
発電以外にも大量の熱エネルギー
を地域に供給できることである。
つまり、熱エネルギーを活用する
ことでエネルギー資源の節減と地
球温暖化防止が期待できること
は、大きな特徴である21）。
　温度の高い地熱資源ほど利用可
能な用途が豊富であり、ある用途
に用いて温度が下がった熱水を、
さらに他の用途に用いることがで
きることから、熱効率のよいカス
ケード利用が可能となる。その他、
フラッシュ発電の汽水分離で生ず
る還元井戸に戻す前の熱水も、清
潔な水道水と熱交換して温水を製
造する熱源として利用できる。発
電のみを考えると、熱力学的な原
理から 120℃以下の熱水は熱エネ
ルギーの 1 割以下しか電力に変換
できないが、熱として利用すれば
全エネルギー量を利用することが
できる。
　最近、「地中熱」を利用した冷
暖房の普及が世界各国で急速に進
んでおり、我が国でもすでに多く
の場所で実用化されている。この
場合、熱水を取り出すための井戸
を掘るのではなく、例えば熱交換
杭を埋め込むなどの簡易な工法だ
けで熱利用が可能である。例えば、
最近では東京スカイツリーを核と
図表 12　温度帯別の熱エネルギー用途
出典：参考文献13）
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注2　Independent Power Producer の略で、独立系発電事業のことで「卸電力事業」とも呼ばれる。1995 年
の電気事業法改正で、一般事業者が電力会社へ電力の卸供給を行うことが認められた。
する大型商業施設でも地中熱利用
システムが採用された。ここでは、
年間総合エネルギー効率（COP）
が、国内の地域熱供給（DHC）
最高レベルの 1.3 以上になると想
定されている22）。
　地中熱利用は、熱水利用と異な
り完全な CO2 フリーとはいえな
いが、省エネ効果は大きい。日本
で普及が進んだ場合のメリットと
して、ヒートアイランド現象の緩
和や寒冷地での火力暖房の削減に
よる電力消費および CO2 排出量
の削減、真夏のピーク電力を下げ
夜間電力の利用で電力消費の平滑
化、などが挙げられる。
　このように、地熱はその地域事
情に応じた発電源として、また天
候や気象条件に左右されない熱供
給源としてエネルギーシステムを
構築でき、しかもほとんど化石燃料
に依存しないという特徴を有する。
　世界全体の地熱発電は、我が国
とは対照的に、1995 年から 2005
年までの 10 年間で急速に伸び、
約 3 割も増大した。国別では再生
エネルギーを連邦政府・州が支援
する米国をはじめ、アイスランド、
フィリピン、インドネシアの伸び
が著しい。
　地中熱ヒートポンプの普及は、
米国、スウェーデンで進んでおり、
最近は中国でも増加している。
4-1
米国
　米国ではエネルギー・環境政
策の基本理念の一つとして、「ク
リーンエネルギー産業での将来の
雇用に対する投資」が掲げられて
いる。クリーンエネルギー産業を
育成し、環境対策事業に対して最
大 23 億ドルの税優遇を行うこと
で、17,000 人分の雇用創出を見込
んでいる。エネルギー省（DOE）
を中心として、地熱開発への投資
が各方面で盛んである。2009 年
の経済再生投資法（ARR）により、
地熱発電の開発実証に 350 百万
US$、地中熱ヒートポンプに 50
百万 US$ の財政を用意した。具
体的な施策として、総合データ
ベース（NGDS）を整備して地熱
資源データおよび評価、技術情報、
研究の成功 / 失敗情報、政策情報
等あらゆる情報をまとめることに
より、地熱開発事業者の失敗リス
クを低減するように努めている。
さらに、DOE 内の電力局が協働
して地熱発電所へのアクセス送電
線の整備が図られている。
　2008 年 に ス タ ー ト し た 産 学
官 協 働 の 地 熱 技 術 プ ロ グ ラ ム
（The Geothermal Technologies 
Program：GTP） は、2020 年 な
いし 2030 年までの地熱発電の「普
及」と「発電コストの低減」をミッ
ションとしている。ここでは、次
の 5 項目に焦点を当てたプロジェ
クトが現在進行中である23）。中で
も、National Renewable Energy 
Lab（NREL）の試算によって全
米で発電出力 16,000 GW のポテ
ンシャルがあるとされる、高温岩
体発電の開発に特に注力している。
・高温岩体発電
・熱水型地熱発電
・低温地熱資源・戦略的計画策定、
システム分析と地熱関連情報
・技術評価
　一例として、2008 年には、google
が EGS 技術に取り組む米AltaRock 
Energy（625 万ドル）と米 Potter 
Drilling（400 万ドル）、そして北
米における地熱エネルギー資源の
マッピングなどに取り組むサザ
ン・メソジスト大学の地熱研究
所（48 万 9521 ドル）などのベン
チャー企業等に 1000 万ドルを出
資しており、現在も研究開発が継
続している。
4-2
インドネシア
　インドネシアでは日本同様に
地熱ポテンシャルが大きいにも
かかわらず、地熱発電の利用率
は約 4.5%、発電設備容量にして
約 1.2 GW に留まっていた。しか
し、2003 年、インドネシア政府
は地熱法を制定し、地熱発電ロー
ドマップを作成した。それによる
と、2025 年までに地熱の発電設
備容量を現在の約 8 倍の約 1 GW
（1 次エネルギーの 5%）に拡大す
る計画である。この計画達成には
民間資金を募る IPP注2）の推進が
欠かせないため、年内に円借款
100 億円を含め総額 200 億円規模
での地熱の試掘基金を設立する予
定とされている。日本の JICA や
JBIC、コンサルタント企業、商
社などが資金や技術協力して開発
を行うことになっている。インド
ネシアは日本のような自然公園法
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が存在しないことから、地熱開発
は日本よりは容易に進むと見込ま
れている。石油・天然ガス・石炭
などの化石資源が豊富な国にも関
わらず、地熱開発にも取り組んで
いることが興味深い。
4-3
アイスランド
　アイスランドは人口約 32 万人
の国である。1930 年代、アイス
ランドの首都レイキャビクでは、
石炭発電でスモッグに悩まされて
石油へ転換使用していたが、1970
年代の石油ショックで政策の見直
しを迫られ、地熱の導入が盛んと
なった。地熱は地域暖房への使用
が先に進展し、現在では人口の 9
割近くが暖房を地熱に依存してい
る。地熱利用は熱源としての利用
が主体で、発電は地熱の余剰利用
として位置づけられている。水
力や地熱といった再生可能エネル
ギーに恵まれており、2009 年に
は一次エネルギーの 85% が再生
可能エネルギーでまかなわれ、ま
た、電力は 100% を再生可能エネ
ルギー（約 30% 地熱、70% 水力）
で供給している25）。注目すべきは、
この再生可能エネルギー 100% の
電力を利用して、元来、漁業以外
の産業に乏しかったこの国に、多
国籍企業のアルミ精錬工場が進出
し、国内電力の 7 割を消費してい
ることである。この国のクリーン
な電力は、アルミニウムという形
をとって、アイスランドから海外
へ輸出されていることになる。ま
た、スヴァルスエインギ地熱発電
所では、発電用に汲み上げた地熱
海水を利用して、世界最大の露天
温泉ブルーラグーンが運営されて
おり、市民への福祉施設として利
用されている。
4-4
ドイツ
　再生可能エネルギーの導入に意
欲的なドイツは、地熱利用も積極
的に推進している。ドイツ連邦政
府は、2020 年までに現在の 40 倍
となる約 280 MW の地熱発電設
備の導入を予測している。これ
は、年間 1.8 TWh 分の発電量に
相当する。熱供給では、2020 年
までに地熱発電所からの熱併給で
3.4 TWh 分、発電を行わない熱供
給専用の地熱設備の熱で 4.8 TWh
分、計 8.2 TWh 分が深層地熱に
より供給できるようになるとみ
ている。さらに、2030 年までに
850 MW 分の発電設備の導入を予
測している26）。
　現在、深層地熱の取り出し設備
は 167 か所に達する。その例とし
て、ミュンヘンの南ランダウとウ
ンターハーヒングで、熱水を用い
たバイナリー発電を行っている。
それぞれ深度 3.3–3.4 km 程度か
ら 120℃程度の熱水を回収すると
いうもので、火山性熱水系がなく
他国の地熱発電所に比べ条件が悪
いにもかかわらず、こうした発電
が行われている点に、本腰を入れ
た開発意欲が感じられる27）。ミュ
ンヘンの北のエルディンクでは、
1999 年に地熱エネルギーの総合
利用施設が開設された。本施設で
は，深さ 2300 m の井戸より 65℃
の温水が 80 t/h 供給され、そこ
から熱交換器およびヒートポン
プにより約 100℃の熱水を得てい
る。この熱水は地域暖房と工業に
利用され、一方、熱交換およびヒー
トポンプにより冷却された地下水
は人工温泉と飲料水に利用されて
いる。このように地下から得られ
た熱および水資源を全て有効に利
用している28）。
　ドイツは、こうした地熱発電事
業を推進するために、地熱プロ
ジェクトの条件を優遇し関連する
リスクを削減する施策が取られて
いる。2009 年 1 月に施行された
改正再生可能エネルギー法では、
地熱発電の買い取り補償価格を
引き上げ、さらに特別ボーナスを
導入した。このように固定価格買
取制度などの施策は、効果を発揮
している。例えば、10 MW 以下
の地熱発電所を 2009 年に新設し
た場合、1 kWh あたりの買取価
格は法改正前の 14 ユーロセント
から 16 ユーロセントに引き上げ
られ、新設ボーナス 4 ユーロセン
トが加算される。熱併給を行う場
合はさらに 3 ユーロセントが加算
される。一方で買取価格は毎年 1
ユーロセントずつ減額される。こ
の制度によって、早期の新設設備
ほど手厚く事業者に資金が還流
され、深度 3 km 以上も掘削して
も採算が合う試算になる。また、
2009 年 1 月に導入された「再生
可能エネルギー熱法」により、新
築の建物への再生可能熱の導入が
義務化されたことも、地熱利用を
促進する要因になっている29）。
　ドイツ連邦環境省は、地熱プロ
ジェクトに対する融資プログラム
として、深層地熱のボーリングへ
の融資として 6000 万ユーロを用
意し、特に採掘のリスクを削減
している。ドイツ復興金融公庫
は、商業銀行を通じて深い地中へ
のボーリング事業に対して貸付を
行っており、貸付額は採掘に必要
な費用の最大 80％までで熱水脈
が採掘できないことが確認される
と、投資家はその時点から残りの
返済が免除される30）。継続して研
究開発助成も行われており、技術
的にも地学的リスクの低減が図ら
れている。ドイツではこのように、
国策としての地熱開発が積極的に
進められている。
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4-5
オーストラリア
　オーストラリアも、再生可能エ
ネルギー普及促進政策を進めて
いる国であり、2020 年までに少
なくとも 360 億 AUD の新規投資
を予定している。電気料金に対
する現在の税制補助と連邦政府の
小規模再生可能エネルギー計画
（SRES）により、再生可能エネル
ギーの普及を加速させる見込みで
ある。
　2010 年には、オーストラリア
のジオダイナミクス社が大規模な
高温岩体地熱発電プラントの建設
を進めている。クーパー盆地で
は 40 社を超えるベンチャー企業
が地熱発電の開発を進めている。
火山国ではないオーストラリアで
は、蒸気や熱水を取り出すために
従来の 2 倍、地下 4,000 m を超え
る深さの井戸を掘っている。すで
に多くの企業や個人が地熱発電に
投資している。エネルギー資源が
豊富な国であっても、再生可能エ
ネルギーへの投資が増加している
ことは、温室効果ガス削減への積
極な取り組みによるものと考えら
れる。
5-1
我が国における
地熱発電のポテンシャル
　我が国の地熱発電は、他の再生
可能エネルギーに比べても、ある
いは海外諸国の地熱発電と比較し
ても対照的に伸び悩んできた。2
章で述べたように、大型地熱発電
施設のサイト調査や建設に時間が
かかることや国立公園内には着手
できないこともその原因である。
しかし、その間にバイナリー発電
などの小型地熱技術や掘削技術が
進歩したことは、我が国固有のこ
うした問題の解決の一助にはなり
うる。NEDO による地熱資源マッ
プも整備され、以前よりもリスク
が低減されている。
　また、バイナリー発電技術の進
歩と呼応して、従来は対象外と考
えられてきた 150℃以下の地熱資
源を含めた分布調査データが産総
研等によって整備されてきてい
る。例えば、環境省がカリーナサ
イクル発電に適すると位置付けて
いる 53～120℃の地熱資源は、図
表 13 に示すように、自然公園か
ら離れた地域、例えば東京近郊に
も存在する。また環境省は、熱
水温度 53～120℃ではカリーナサ
イクル発電、120～150℃では他
のバイナリー発電が可能とみて
発電出力の試算を行い、53℃～
150℃の全国の地熱賦存量を合計
約 9.6 GW と見積もった31）。これ
は、2 章で述べた資源量（発電出
力 23,470 MW 分）とは別のもの
である。
　前述のとおり、150℃以上の熱
水資源 23,470 MW 分の大部分は
国立公園内のもので、利用が難し
かった。しかし、公園の規制区域
外から斜めに掘削して、自然公園
直下の熱水を取り出す技術（傾斜
ボーリング法）が進み、発電設備
の大部分を区域外に設置しつつ区
域内の地熱資源を利用できる見通
しがついてきた。150℃以上の熱
図表 13　53〜120℃の熱水資源賦存分布
出典：参考文献24）
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水資源のうち、NEDO がすでに
調査実施済みの国立公園外での地
熱開発ポテンシャルは 1480 MW
分あるが、環境省によれば、この
国立公園内に向けた傾斜ボーリ
ング法によって、地熱開発ポテン
シャルは 3 倍に増加すると見込ん
でいる。
5-2
地域イノベーションに
寄与するポテンシャル
5–2–1　地元への熱供給に
よる低炭素社会の
構築
　地熱エネルギーがもつ、他の再
生可能エネルギーにない特色は、
発電以外に再生可能な大量の熱を
地域にもたらすことである。図
表 12 に示したように、主に軽工
業や農業等、民生用ではいろいろ
な温度帯ごとの熱需要があるが、
熱を発生させるためにこれまでは
主に重油・灯油やガスなどの化石
エネルギーを用いてきた。家庭で
も消費エネルギーの 50% 以上が
冷暖房や給湯など“熱”を作るこ
とに費やされている32、33）。持続可
能な低炭素社会構築を目指す際に
は、熱を再生可能エネルギー由来
に代替していくことは、電力を再
生可能エネルギー由来にすること
以上にインパクトが大きい。地熱
エネルギーの導入は低炭素社会構
築への大きな寄与が見込まれる。
地域の特性に合った地熱発電方式
を導入し、熱を最大限有効活用す
ることによって、エネルギーの地
産地消が図られる。
　新成長戦略では、2020 年までに
再生可能エネルギーの国内一次
エネルギー供給に占める比率を
10％に引き上げることを目標と
して掲げているが、もうすでに地
域レベルではこの目標を達成して
いる箇所があり、再生可能エネ
ルギーだけでエネルギー自給率
100% 以上を達成している地域も
ある（図表 14）。ただし、これは
電力、熱、動力などのエネルギー
需給を一次エネルギー換算した算
術上の収支である。地熱資源のあ
る地域は、電力と熱が同時に自前
で供給できるので、算術上だけで
はなく、現実の意味でもエネルギー
的に自立できる可能性もある。
5–2–2　地元産業の活性化
　国の安全保障やカーボンフット
プリントの観点から、エネルギー
や食料はできる限り地産地消が望
まれる。地熱を利活用することは
エネルギーの持続可能なローカル
コミュニティーを目指すことにつ
ながる。
　近年、エコツーリズム35）が注
目されている。これは、観光客に
地域の資源を伝えることによっ
て、地域の住民が自分たちの資源
の価値を再認識するというもので
ある。地域の観光のオリジナリ
ティが高まり、地域を経済的に活
性化させるだけでなく、一連の取
り組みによって地域社会そのもの
が活気づいていく。つまり、地域
固有の魅力を見直すことで、地元
に自信と誇りを持つ生き生きとし
た地域に変化し、より活力ある持
続的発展できる地域を目指すこと
ができる。
　日本最古の松川地熱発電所で
は、1966 年の運用開始以来、地
熱蒸気の一部を地元温泉旅館に暖
房用として供給している。1971
年には蒸気凝縮水を加温して八幡
平温泉開発（株）（現八幡平市産業
振興（株））に 70℃、60 t/h の温
水を有償で供給し、東八幡平温泉
郷の別荘・ホテルおよび観光施設
への分湯を開始した。そして温泉
郷その他における温水需要が大幅
に増加する見込みがあるとして、
1981 年 に は さ ら に 200 t/h 増 湯
された。このような経緯を経て、
現在は東北水力地熱（株）が 70℃、
最大 260 t/h の温水を有償で提供
している。温水の供給先はホテ
ル・旅館・民宿・ペンション合わ
せ て 38 軒、 保 養 所 25 軒、 別 荘
613 軒、商店 15 軒、貸別荘施設・
病院・老人ホーム・日帰り温泉施
設各 1 ずつ、農業用ハウス 95 棟（冬
季のみ）である、（図表 6 参照）36）。
　また、北海道の上士幌町では、
温泉の熱と氷雪の冷熱の双方を利
用して宮崎種のマンゴーを温室栽
培し、端境期に収穫している。
　このように、日本では余剰の温
泉湯を用いた試験的な段階が続い
ているが、他の地域でも地熱発電
とともに大量の熱資源が供給可能
になれば、エネルギーの地産地消
だけでなく、大規模な新規産業も
育成できる可能性がある。
図表 14　エネルギー自給率の高い地域（上位 10 地域）
出典：参考文献27）
算出方法について
自給率 = その区域での再生可能エネルギー供給量 /
その区域の民生・農水用エネルギー需要量
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　再生可能エネルギーの一つであ
る地熱は、発電に換算した資源量
は約 23 GW 分（30 年間持続でき
る出力）で、現在の日本国内一般
電気事業者の電源容量の約 1 割と
見積もられており、世界第 3 位を
誇り、数少ない我が国固有の資源
である。しかし、現役最古でもあ
る 1966 年の松川発電所運転開始
以来、40 年余りの間に、導入さ
れた総発電出力は 540 MW で、資
源量の 0.3% 未満にとどまってい
る40）。これは、近年、米国、アイ
スランド、フィリピン、インドネ
シア、イタリアなどで急激に導
入が進んでいるのとは対照的であ
る。日本での地熱発電の普及が進
まなかった要因には、数年前まで
は原油価格が安かったことや、景
気の低迷などがある。しかし、主
な要因は適地の多くが自然公園内
にあり、行政・温泉事業者・地権
者などとの調整が多大なこと、環
境影響評価等その他の手続きが多
いこと等にあった。さらにそれら
の問題が複合して事業開始から収
益が得られ始めるまでのリードタ
イムが一般に 10 年といわれるよ
うに非常に長く試算されていたこ
とから、企業は投資に踏み切れな
い結果となっている。しかし、太
陽光や風力を利用した発電とは違
い、地熱は天候の影響を受けず、
安定供給が見込まれる。特に国土
の 7 割が山地であり、火山国であ
る我が国では、全国どこでも発電
が可能な要素が十分にある。
　地熱エネルギーは、他の再生可
能エネルギー以上に、発電と発電
以外の複数の便益で幅広く地域貢
献できるポテンシャルがある。地
熱は再生可能なエネルギー源とな
るだけでなく、熱供給源として、
また工事受注、観光客や保養者の
増加、特産品の生産、固定資産税
など、直接・間接の要因を通じて
地域住民の新たな雇用機会をもた
らし、交流人口を増大させ、その
結果経済効果に大きく寄与するこ
とが期待できる。つまり、地域イ
ノベーションを活性化するプラッ
トフォームの 1 つとして、地熱は
大きいポテンシャルを有する。こ
れは、新成長戦略の中に掲げられ
た観光立国・地域活性化に通ずる
ものである。
　大規模集中型の地熱発電ももち
ろん重要であるが、建設に長い年
月を要する。特にこれを震災復興
に生かすという点では、バイナ
リー発電や温泉発電など、比較的
短期間で実施できるものを手始め
に地熱を利用することが望まれる。
　それには、以下のような施策や
改善が望まれる。
（1）関係法律の改定
　環境省は、自然公園法と温泉法
のあり方について検討する専門家
組織「地熱発電事業に係る自然環
境検討会」と「地熱発電事業に係
る温泉・地下水への影響検討会」
を設置し、温泉法の運用基準を見
直し、規制の再検討を開始した。
国内で地熱開発によって温泉資源
　新規の地熱発電所の導入が停滞
している中で、事業者の掘削リス
クを低減するような資源調査デー
タの整備や小出力地熱発電の実証
事業などが継続して行われてきた
ことには意味がある。しかし今後
は、このようなボトムアップ型の
施策に加え、地域イノベーション
を奨励するトップダウン型施策と
して地熱発電を活用することが有
効であろう。地域が競って地熱発
電を核とした持続的な地域総合イ
ノベーション計画全体を策定し、
他の模範となるような好事例をモ
デル地点として、重点的に財政支
援や規制緩和特区認定を行うとい
うような形が望ましい37）。
　地熱発電は運転開始後も随時適
切な維持管理が必要であり、定常
的な雇用が必要となる。定期点検
や機器の修繕・更新工事、新たな
井戸の掘削工事等が行われる際に
は、より多くの動員がある。こう
したことを人材の雇用機会とみな
せば、地元の雇用対策にも寄与で
きる。これに加えて、新規産業の
育成を加えれば、さらに雇用創出
の規模は大きくなる。
5-3
ライフ・イノベーションの
ポテンシャル
　地熱資源が存在する場所には、
温泉も存在することが多いことか
ら、地球温暖化について考えるだ
けではなく、健康を意識した取り
組みもセットで考えることができ
る。こうした取り組みをすること
によって、ビジネス客や観光客な
どの交流人口が生ずる。たとえ
ば、九州で地熱発電設備をもつホ
テルでは、その見学のために訪れ
る宿泊客が増大したとの報告があ
る38）。
　また、2010 年から開業した鹿
児島県指宿市にあるがん治療の医
療センター39）では、重粒子線治
療に使用する約 1.5 MW の電力を
バイナリー発電によって賄ってい
る。発電の仕組みや井戸の調査結
果を地元に公開して、温泉への影
響がないことを科学的に調査し
て、温泉と地熱の共存共栄を模索
している。
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が枯渇した事例はない。温泉に影
響を与える懸念については、科学
的根拠に基づいた地域への理解促
進が必要となる。
（2）環境アセスメントの短期化
　発電出力 10 MW 以上の地熱発
電所を新規に設置するには環境ア
セスメントが必要となるが、現状
では少なくとも 3 年以上を要して
おり、地熱発電が実施されるまで
10 年以上もの時間がかかる。海
外の事例を参考に、短期間で評価
が完了するような仕組みに改善す
ることが望まれる。
（3）技術開発支援
　地熱開発には・地質・地球化
学・環境アセスメント・シミュ
レーションなどの知識と技術が必
要である。中でも、地熱発電には、
地熱貯留層の存在を探索する技術
の進展が不可欠である。地震観測
技術を応用した地熱資源をより確
実に掘り当てる技術が開発されて
きている。我が国では地震に関す
る研究開発が盛んであるが、こう
した知見は地熱開発拡大にも利用
できる可能性がある。2–2–2 で述
べたとおり、地熱開発では掘削に
係る費用とリスクが大きい。これ
らの技術開発は、結果的に民間事
業者のリスク負担の低減に寄与す
ることにつながるため、政策的な
支援を進めることが望まれる。ま
た、地下構造を事前に少しでも詳
細に知り、掘削のリスクを下げる
ための地下探査を国が主導して行
うことも有効と考えられる。
（4）地熱開発に対する補助
　地熱開発では掘削に係る費用と
リスクが大きいことが、民間事業
者が参入意欲を低下させる要因の
1 つになっていることから、前項
の技術開発支援と並行して、個別
の事業に対して適切なリスク軽減
を図ることが必要である。この場
合、4–4 で述べたドイツの事例の
ように、多額の資金の必要な掘削
段階で融資したり、掘削が失敗し
た場合の損害を補てんするような
方策も参考になるのではないか。
　また、5–2–2 で述べたように、
地熱開発を単独でとらえるのでは
なく、地熱発電を核としたコミュ
ニティを構築し、持続的な地域総
合イノベーション計画全体を、国
が支援するようなモデル開発がで
きないか検討すべきである。地熱
発電所から周辺地域への熱の融通
は、前述したような形ですでに多
くの地点で行われている。しか
し、それは発電所受入の条件とし
て地域が事業者から得た利益のよ
うなもので、新設の温室農業や温
浴施設などに利用されているもの
の、地域社会全体のエネルギー構
造を持続可能なものに変革するほ
どには至っていない。例えば電力
を域外へ供給しているものの、一
方では灯油を焚いて暖をとるよう
なことが行われている。今後の持
続可能な社会づくりのためには、
地熱開発を産業や生活と合わせて
総合的にマネージメントすること
が重要であると考えられ、それを
奨励、推進する意味で、財政支援
は強力なインセンティブとなりう
る41、42）。
　太陽光発電は、2009 年に補助
金制度が復活したことで急伸し
た。地熱開発にも補助金は有効で
あると考えられる。
（5）その他の課題
　上記のような施策は早急な地熱
開発の促進に向けて必要なもので
ある。その他、長期的な視点で必
要と思われる課題は、バイナリー
発電機の開発と改良、高温岩体技
術の実用化などである。
　東北・関東大震災を契機に、再
生可能エネルギーが注目される中
で、地熱発電への関心も高まっ
ている。2011 年 7 月には、複数
の民間会社が、2017 年を目標に、
東北地方で大型地熱発電所の建設
計画を表明した。この度の大震
災からの復興を目指す東北地方
は、折しも地熱資源に恵まれたエ
リアであり、また比較的寒冷な気
候であるために、持続可能な熱の
供給は温暖な地域よりも恩恵が大
きい。震災が起きた日は東北地方
では雪がちらつく寒い日であった
ことから、暖をとることにエネル
ギーが必要であった。発電だけで
はなく、熱を直接供給できる地熱
を活用することは、被災地を含め
て地球温暖化対策と人々の暮らし
に大きく貢献するに違いない。
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地震の概要
　2011 年 3 月 11 日 14 時 46 分、
東北から関東にかけての太平洋沖
科学技術動向研究
ふたつの大震災から見た
我が国の地震研究の動向と課題
松村　正三
客員研究官
合いにＭ 9.0 の超巨大地震が発生
した（気象庁による地震名称は、
「平成 23 年（2011 年）東北地方
太平洋沖地震」）。我が国の歴史上
最大規模の地震である。地震動と
これに引き続いた津波によって死
者・行方不明者の数は約 2 万人に
およんだ。
　この地震は、日本海溝から沈み
込む太平洋プレートと東北地方を
載せた大陸プレートとの境界面を
滑らせたものである。図表 1 は、
陸 上 の GPS 観 測 網（GEONET）
データに基づいて国土地理院が後
　標題に掲げたふたつの大震災
とは、1995 年阪神・淡路大震災
（M7.3、死者・行方不明者 6437
人）と今春の東日本大震災（M9.0、
死者・行方不明者約 2 万人）で
ある。これらを含め過去の震災
を振り返ってみると、20 世紀の
100 年間で我が国に 10 人以上の
死者・行方不明者をもたらした震
災の回数は 31 回を数え、その平
均発生間隔は 3.2 年であった。続
く 21 世 紀 の 11 年 間 で は、2004
年中越地震、2007 年中越沖地震、
2008 年岩手・宮城内陸地震、そ
して 2011 年東日本大震災と 4 回
を数え、震災発生のペースは全く
減少していない。つまり、3 年に
1 回程度の割合で日本のどこかに
このくらいの震災が発生すると警
計画が策定されたばかりである
（平成 23 年 8 月 19 日閣議決定1））。
そこでは、今回の震災と原発事故
を踏まえ、我が国のリスクマネジ
メントに不備があったことを認め
たうえで、科学技術への国民の理
解と信頼をいかにして取り戻すか
を今後の課題として投げかけてい
る。また、人々の生活の安全性を
守るため、自然災害に対する対応
能力の強化に向けた研究開発等の
取り組みを促進することを要請し
ている。
　本論では、今回の東日本大震災
の地震学的な意味合いを振り返る
とともに、日本の地震研究が今ど
ういった状況にあるかを、学会発
表の件数と傾向を基にして米国の
地震研究と対比しながら考察する。
告していたならば、今回もその予
測は当ったことになる。今後もこ
の予測は有効かもしれない。そう
だとすると、一方で場所を特定し
た地震の発生予測がなかなか当た
らないことに較べ、これは、きわ
めて皮肉な結果であると言わざる
を得ない。地震の発生を制御する
ことはできないが、震災を抑制す
ることならば可能なはずだからで
ある。
　阪神・淡路大震災を契機にし
て、我が国の地震研究の方向付け
と体制は大きな変革を遂げたと言
われている。それにもかかわらず
相変わらず震災が繰り返されてき
たこの間の経緯に、地震研究はど
う関わってきたのだろうか。
　折りしも、第 4 期科学技術基本
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日解析した断層面上の滑り分布
を表す2）。分布の中心となる震源
は、宮城県沖合いであるが、主
な滑り領域は、岩手県三陸沖から
宮城県、福島県、茨城県の沖合
いにあって、震源域のサイズは
500 km×200 km を囲み、最大滑
り量は 24 m を超えている。
　阪神・淡路大震災が都市直下型
の活断層地震であったのに対し、
今回はプレート境界の海溝型地震
であり、ふたつの異なるタイプの
大震災が 16 年のあいだに起きて
しまったわけである。
2-2
事前予測
　阪神・淡路大震災の後に政府が
設置した地震調査研究推進本部
（以下、地震本部と略す）は、東
日本太平洋沖合いでの地震発生の
事前評価を行っていた3）。2000 年
11 月に公表された宮城県沖地震
に対する評価報告を皮切りに、全
体を 8 つの地区（図表 2、A：三
陸沖北部、B：三陸沖中部、C：
宮城県沖、D：福島県沖、E：茨
城県沖、F：房総沖、G：三陸沖
南部海溝寄り、H：三陸沖北部か
ら房総沖の海溝寄り）に分割し、
B と F を除く各地区ごとに予測
される地震（震源域が特定できる
場合は固有地震と呼ぶ）のマグニ
チュードと今後 30 年間での発生
確率を公表した。発生確率は年々
更新され、図表 2 は 2011 年 1 月
1 日時点での 30 年確率である。
　図表 1 と図表 2 を見比べると、
今回の地震は、8 地区の内の 6 地
区（図表 2 の楕円内、B、C、D、
E、G、H）が一気に滑ったもの
であることが分かる。これらの
地区における津波と地震の連係
という見方で歴史を遡ってみる
と、過去にも類似例が見当たる。
1896 年 6 月の明治三陸津波地震
図表 1　プレート境界面上の滑り分布（2011 年 4 月 21 日発表）
出典：国土地理院2）
（M8.2）の震源域は、岩手・宮城
県の沖合い、日本海溝近くであ
り、前記エリア分けの H に属す
る。この地震による津波の遡上
高は最高値で 38.2 m と推測され、
死者は 2 万 2 千人に達した。地
震の規模としては今回の M9.0 に
及ばないが、津波マグニチュー
ド（Mt）という評価では最大 9.0
と今回にほぼ匹敵する4）。さらに
この地震の前後、1896 年から翌
1897 年にかけての 1 年半の間に、
E → H → C → G、 と 4 個 の 地 区
で M7〜8 級の地震が相次いで発
生し、太平洋プレート境界面上の
震源域の多くが比較的短期間の内
に滑ってしまったのである。
　では、今回の地震は 120 年前の
現象の再来と言ってよいだろう
か。実は、120 年前のように各地
区の震源域が逐次滑ったか、今回
のように全てが数分の内に一気に
滑ったかで、地震学的観点からの
意味合いは全く異なる。例えば、
個々の固有地震等のモーメント・
マグニチュード（Mw）からそれ
らのエネルギーを単純に算術和し
てもその合計はせいぜい Mw8.4
にしかならず、今回の M9.0 と比
較したエネルギーには約 10 倍の
差がある。また、太平洋プレート
の沈み込み速度は約 8 cm / 年と
されており、120 年で 24 m を超
える滑りを溜め込むことはできな
い。従って、今回の地震を図表 2
の各地震が連なっただけの「連動
地震」と見ることは正しい認識と
は言えず、結果的に、この地域の
地震の起き方そのものを考え直す
必要に迫られることとなった。
　事前予測では、近い将来、宮
城県沖に M7〜8 クラスの地震が
発生するという想定がなされて
いた。しかしながら、この地域
に M9 クラスの地震が発生し得る
という認識までは持てていなかっ
た。その根拠となった考え方のひ
とつとして、島崎（2011）5）は、「比
較沈み込み学」による推察を取
り上げている。Ruff & Kanamori
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分布（左図：（財）地震予知総合研
究振興会より）を対比したもので
ある。左図では宮城県を中心とし
た広い範囲が震度 6 弱以上となっ
ているが、右図の予測図に塗られ
た震度 6 弱以上のエリアは、仙台
湾岸と北上川流域の一部に限定さ
れており、前節で紹介した想定と
実態との間の大きな懸隔を表して
いる。
　しかし、これは、地震本部の想
定が無意味なものであったという
ことでは決してない。少なくとも
宮城県沖に大地震が差し迫ってい
るという危機意識を喚起させてい
たことは事実である。この想定に
よって実際の震災がどれだけ軽減
されたかを検証することは簡単で
ないが、こうした想定があったか
らこそ、仙台市を中心に耐震対策
が進められており、それが効を奏
しただろうことは想像に難くない。
　さらに、地震本部では、宮城県
沖地震の再評価に向け、重点調査
（1983）6）は、各沈み込み帯におき
る地震の規模が、沈み込み速度、
および、プレート年齢の 2 個のパ
ラメーターによって規定されて
いるとした。この説に従って三
陸沖に起きる地震の代表マグニ
チュードを推定すると、M8.1 前
後となった。スマトラもまた同様
であった。しかし、現実には双方
ともに M9 クラスの地震が起きた
わけだから、今となればこの仮説
自体に問題があったと言うべきだ
ろう。
　どのような説であれ、それが仮
説である以上、事実によって検証
が進み、いつか別の説に取って代
わられることがあっても不思議で
はない。環太平洋では、ここ半世
紀の間に 5 個の M9 地震が起きて
いた。冷静に考えれば、日本の沖
合いで M9 地震が起きることも想
定外とは言えなかったはずであ
る。今回の問題は、ある意味で、
有力な仮説ゆえに想定の自由さが
妨げられてしまったことにあると
も言える。科学の進展につれ、い
くつもの仮説が淘汰されていくの
は、科学の常道である。しかしな
がら、地震学では、科学的真偽と
は別の次元で、仮説そのものが国
民の実生活と直接的な関わりを
もってしまう、という厄介な問題
が存在する。拙速な結論は避ける
べきであるが、少なくとも、研究
者の研究活動が国民にとってつね
にプラスに作用するとは限らない
という事実を認識あるいは覚悟し
ておく必要がある。
2-3
宮城県沖地震の調査研究
　図表 3 は、地震本部7）による宮
城県沖の地震（図表 2 の C＋G）
に対しての予測震度分布（右図）
と、実際に起きた地震の観測震度
図表 2　地震調査研究推進本部が 2011 年 1 月 11 日に公表した地震地域区分と予測地震の発生確率
（表は、推定マグニチュードと 2011 年 1 月 1 日から数えて 30 年以内の発生確率）
地震本部資料3）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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観測プロジェクト「宮城県沖地震
における重点的な調査観測」を立
ち上げ、2005 年〜2009 年の 5 ヵ
年をかけて総合調査と分析を進め
てきた。関わった研究者数は延
べ 59 名、最終報告書は 411 ペー
ジの大部である。この中で特筆す
べきは、三陸地方を襲った過去の
津波調査報告であり、大津波の発
生として、869 年貞観津波、1611
年慶長津波、1793 年寛政津波を
挙げ、こうした巨大津波がおよそ
450〜800 年の再来間隔をもって
繰り返してきたと報告していた。
今回の震災の犠牲者、また原発事
故に関わる問題の大半が津波に起
因するものであることを鑑みたと
き、このタイミングで震災が起
き、プロジェクトで得られた知見
が十分に活かされなかったのはま
ことに残念なことである。
　不幸なタイミングで大震災が起
きてしまったとはいえ、阪神・淡
路大震災によって立ち上げられた
政府組織である地震本部が進め
る施策・調査研究プロジェクト
は、基本的には明確な目標を掲
げた“ミッション指向”研究であ
る。では、個々の研究者の研究指
向は、阪神・淡路大震災後どのよ
うな道筋を辿ったのだろうか。
図表 3　東日本大震災による実際の震度分布（左図）と 2005 年 12 月 14 日に公表された宮城県沖地震
による予測震度分布（右図）
出典：地震調査研究推進本部7）、（財）地震予知総合研究振興会
　この章では、日米の地震学会を
取り上げ、個々の研究者の研究指
向を比較する。まず、（社）日本地
震学会における研究発表に注目し
て地震研究の動向を探ることにす
る。学界全体を見渡すに十分とい
うわけではないが、この学会には
日本の地震研究者のほぼ全てが参
加しており、少なくとも日本の理
学的地震研究に関する最も包括的
な場と見ることは妥当である。
　重要なポイントは、学会はひと
つの組織でありながら、その構成
員に対して実質的な拘束力を持た
ないということである。つまり、
学会での発表は研究者個人の意思
に基づいたものであって、その方
向性に学会としての特別な意向が
反映されるわけではない。しかし
それゆえに、その時期の学界全体
の研究動向を客観的に指し示すも
のと言うことができる。
　（社）日本地震学会での発表機会
は、通常、春と秋の 2 回である
が、1990 年以来、春の大会は地
球電磁気学会や火山学会ほかの地
球物理学関連学会との合同開催と
なってきた。そこで、以下の調査
対象を単独開催の秋季大会のみと
した。
3 日米の地震学会の動向
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図表 4　（社）日本地震学会秋季大会における発表件数の推移
科学技術動向研究センターにて作成
3-1
阪神・淡路大震災の前後で
比較した日本の地震研究
　1995 年の阪神・淡路大震災で
6400 名を超える死者が出たこと
は、当時の地震関連学界全体に強
い衝撃をもたらした。それまで科
学技術庁にあった地震予知研究推
進本部は、地震調査研究推進本部
（後に文部科学省に移管）に改組
され、全国の地震動予測地図の編
纂が始められたことは前報8）に書
いたとおりである。地震学会は、
それまでの地震予知研究偏重を改
め、地震発生機構を物理学的に
解明する基礎的研究重視へと舵を
切った。
　図表 4 は、最近 20 年間の秋季
大会における発表件数の推移であ
る。1 回の大会での各人毎の発表
件数が制限されているため、発表
総数は、ほぼ研究者の数に比例す
ると考えてよい。阪神・淡路大震
災を契機に急増したと言えるほど
ではないが、大学院生を含めて地
震研究者の数は着実に増加してき
たと推察される。なお、2008 年
が突出しているのは、国際学会と
共催されたためである。
　問題は発表件数などではなく、
発表の内容とその傾向であろう。
筆者は、発表タイトルから、その
時々の研究の指向性を窺い知るこ
とができるのではないかと考え、
その分類を試みた。図表 5 は、阪
神・淡路大震災直前（1994 年秋9））
と 16 年後の 2010 年秋10）の大会
図表 5　（社）日本地震学会秋季大会のセッション名と発表件数（1994 年および 2010 年の比較）
科学技術動向研究センターにて作成
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図表 6　日本地震学会の発表タイトルから見たテーマの分類。数字は発表件数
科学技術動向研究センターにて作成
の比較である。表には、それぞれ
の大会のセッション名とその発表
件数を掲げている。両年度を見
比べると、下段に並べた特別セッ
ションを別にして、多くのセッ
ション名が全く変っていないこと
に気づく。もちろん、それぞれの
研究内容は、年とともに進展して
おり、中にはそのスタイルが大き
く様変わりしたセッションもある
だろう。ただし、ここで注視して
いる点は、科学としての地震学が
いかに発展してきたかということ
ではなく、阪神・淡路大震災後、
個々の研究者の研究指向にミッ
ション性が取り込まれたのかどう
か、また、その意味で学会全体の
動向がどう方向転換したのかとい
うことである。それらを論ずる
ために、やや恣意的ではあるが、
個々の発表タイトルから窺える研
究テーマを 4 つに分類してみた
（1：地殻構造、地震発生機構の
解明など、学術的・理学的研究、
2：地震予知・予測、3：地震動評
価・災害予測、4：その他）。ここ
での分類は、あくまでも相対的な
ものであり、発表タイトルの調子
から受けた筆者の印象に基づいて
いる。また、次節で示す米国地震
学会との比較を意識した分類とも
言える。
　結果は、図表 6 に示したとおり
であり、阪神・淡路大震災の前後
で、双方の円グラフにはほとんど
差異が見られなかった。震災後に
学界が強調した研究の方向性が、
「地震の発生機構を物理的に解明
する」という基礎研究推進であっ
たことが反映された結果とも言え
よう。
3-2
日・米地震学会の比較
　同じ分類比較を、米国地震学会
（Seismological Society of America）
に対しても行なってみた。米国西
海岸では、約 20 年前、1989 年ロ
マ・プリータ地震（M6.9、死者
63 名）、1992 年ランダース地震
（M7.3、負傷者 400 名）、1994 年
ノースリッジ地震（M6.7、死者
57 名）と中規模の震災が相次い
だ。ここでは、その後の 2000 年11）
および 2010 年12）の定期大会にお
ける発表を調べた。発表件数は、
それぞれ 301 件、543 件、と件数
の伸びが大きく、近年では日本の
学会での発表件数とほぼ拮抗して
いる。また、2000 年と 2010 年の
セッション名を図表 7 と図表 8 に
掲載した。日本語タイトルは筆者
が直訳したものである。米国地震
学会では、個々のセッション名が
長く、また、同じセッション名が
繰り返されていない。これから
受ける印象として、米国の場合、
セッション名そのものに、研究の
目標や意味合いを明確化しようと
いう“ミッション指向”の意思が
感じられる。
　セッション名や発表タイトルだ
けから研究の中味までがミッショ
ン指向なものであるかどうかまで
を明確に判定することには無理が
あり、むしろ、本質的な研究の仕
方には、国による違いなど存在し
ないというのが常識的な解釈かも
しれない。しかし表面的とはい
え、研究の指向性や姿勢に違いが
あるという印象が拭えない。
　発表タイトルから仕分けた分野
別の 2000 年と 2010 年の比較結果
が図表 9 である。単純で主観的な
分類とはいえ、図表 6 と見比べて
日米の差は明白である。米国で
は、第 2 と第 3 分野を合わせた発
表件数が全体の 50% 前後を占め
る。図表 10 は、両国の地震学会
ホームページに掲載されたそれぞ
れの学会の目的あるいは設立趣意
を抜粋したものである。本節での
分析結果を脳裡においてこれらを
読むと、米国学会の趣意は社会と
の関わりをより強く意識した表現と
なっていることに気付かされる。
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図表 7　米国地震学会のセッション名と発表件数（2000 年）
科学技術動向研究センターにて作成
図表 8　米国地震学会のセッション名と発表件数（2010 年）
科学技術動向研究センターにて作成
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3-3
“Implication”に
表される意味
　日米の地震学会でのセッション
名と発表タイトルを比較した結
果、日本人の研究にはミッション
性が希薄であるという印象を抱か
された。実は、筆者がそういった
印象を抱いた理由はもうひとつあ
る。外国人の論文には、タイトル
や前書きに“Implication”という
用語が頻繁に使われているので
ある。この言葉の意味を辞書であ
たってみると「含意」と訳されて
おり、日本人にはやや使い辛い言
葉である。しかし、この言葉から
は、単に研究の内容と結果を正確
に伝えるだけではなく、その「意
味するところ」をアピールしてお
図表 9　米国地震学会の発表タイトルから見たテーマの分類。数字は発表件数
科学技術動向研究センターにて作成
きたい、という著者の強い意思が
伝わってくる。日本人の研究発表
に Implication という用語が少な
いとするならば、それは、単に言
葉の使い方だけの問題なのだろう
か。一般化することの危険を承知
のうえであえて言うならば、日本
人の研究発表には、テーマの選択
もさることながら、何が目的であ
るのか、何を主張したいのか、とい
う研究の位置づけをアピールする
ことへの強い意思的姿勢が不足し
ているように筆者には感じられる。
　東日本大震災後の朝日新聞15）
に、「（日本の）地震学者は、震源
を調べることばかりに力を注いで
いる」との批判が掲載された。乱
暴な総括と言って片付けることも
できるが、実は、筆者も同様の想
いをもつ。震源特性を分析するこ
とは、地震調査の基本であって、
確かにそれは、それに続く地震
防災研究への導入口であることに
は違いない。しかしその一方で、
「なるほど今回の震源の特性はよ
く分かった。…では、それでもっ
て次に対して何を言えるのか？」
と、問い詰めたい気持ちになるこ
ともたびたびである。発表者に
は、研究の目的など言うまでもな
いことという想いがあるのかもし
れないが、受け手側にとってそれ
は決して自明なことではないので
ある。
図表 10　日米の地震学会が定款等に掲げた目的
出典：参考文献13、14）
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　阪神・淡路大震災後、日本の地
震研究は、物理学に基づいた地震
発生機構の解明に目標を定めた。
これは、ある意味で妥当な目標設
定であったと言える。しかし、そ
の結果としての現状を見る限り、
地震研究に対する国民の期待と研
究の方向性との乖離は開く一方の
ように思える。
　本論では、日米の地震学会での
発表様式の違いから日本の地震研
究の動向に関する推察を試みた。
多分に恣意的かつ主観的な印象に
依拠した調査ではあるが、両国の
研究者の姿勢や指向性になんらか
の差異が存在するように見え、筆
者はそれをミッション性の濃淡で
あると結論付けた。平常時ならば
　生活者としての国民の立場から
すれば、地震研究は地球科学の一
分野である以上に、生活を脅かす
自然の脅威に立ち向かう手段のひ
とつと見えているはずである。そ
の意味で地震研究の目標は、「地
震の発生予測と地震災害の予測」、
すなわち前章分類の第 2、第 3 分
野に据えられるべきであろう。も
ともと、第 1 分野の学術的・理学
的研究も本来は、「地震の発生予
測」をその最終目標として見据え
たものであった。阪神・淡路大震
災以前に盛んであった現象論的地
震予知研究への偏重を改め、地震
発生メカニズムの物理学的解明と
いう基本に立ち戻ろうとした姿勢
自体が間違っていたわけでなく、
その考え方は今もなお有効であろ
う。しかし、メカニズムの解明が
いかに追求され、地震の物理学が
いかに進歩しようとも、それだけ
で現実の地震防災が自動的に達成
されるわけではない。さらに言う
ならば、自然に対する理学的研究
は、ともするとそれ自体が自己目
的化しかねない性向を持つ。現状
を見る限り、大震災が地震研究の
動向に与えた影響は、結果的に、
国民の期待を担う方向へ向かわせ
るものであったとは言い難い。
　阪神・淡路大震災以来、日本で
は、地震と地殻変動を対象とした
全国ベースの基盤観測網が構築さ
れ、数々の特別研究プロジェクト
が立ち上げられた。その結果、地
震研究の多くが、基盤観測網から
のデータに基づいたプロジェクト
研究参加型のものとなった。こう
した研究は本来的にミッション性
を帯びるべき位置付けにあったは
ずである。それにもかかわらず、
大震災の後も学会の動向にさした
る変化が見られなかったという結
果が事実であるとするならば、そ
うなった要因は何なのだろうか。
　筆者は、日米間での研究者の資
質や研究への意欲に本質的な差異
があるとは考えていない。また、
研究者がもつ研究へのモチベー
ションは、基本的には自然現象に
対する強い好奇心であり、同時に
その成果を生活の場に役立てたい
という使命感に裏打ちされている
だろうことを疑うものでもない。
しかし同時に筆者は、プロフェッ
ショナルの研究者にとって、研究
は生活の場であり、自身のアイデ
ンティティを確立する場であるこ
とを重く受け留めている。研究者
は、自分の研究がどう評価され、
その評価が自分の将来にどう関わ
るかに無関心でいられるわけがな
い。結局のところ、使命感を差し
措いてでも個々の研究者の指向性
を左右する最大の要因は、当の研
究者への評価の有り様ではないか
と考える。例えば、地震の研究は、
大きくは空間構造の分析と時間変
動の分析とに分けられるが、後者
は地道で長いスパンのデータの積
み重ねを必要とするため、短期間
では成果が挙がり難い。そのため、
時間変動の研究から若い研究者が
遠ざかる結果となっているとも考
えられる。
　今回の大震災の教訓を踏まえ、
地震本部を中心として大学や独立
行政法人では新たなミッション指
向の調査研究プロジェクトが立ち
上がることになるだろう。当然な
がら、そうした新プロジェクトへ
の予算措置には、明確なミッショ
ン性を担保することが求められ
る。しかし、プロジェクトの看板
だけにミッション性をアピールし
たとしても、それに携わる個々の
研究者の意識までが自動的にミッ
ション性を帯びることにはならな
い。今のままでは、10 年後の学
会発表に対して現在との比較を行
なうとすると、再び今回の調査と
同じ結論となってしまうことが危
惧される。研究に真にミッション
性を求めようとするならば、当の
プロジェクトに対する研究評価は
無論のこと、研究者個人を評価す
る方法の有り方を省みる必要があ
る。それは、とりもなおさず、研
究管理の立場に立つ者の手腕に関
わる問題であり、真のリーダー
シップが問われる課題でもある。
5 おわりに
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筆者も、それが単に研究風土の違
いであるとみなし、したがって、
日本の地震研究が米国風のミッシ
ョン指向なものになるべきだとの
主張はもたなかっただろう。しか
しながら東日本大震災は、地震学
全体にとっても、あまりにも深刻
な異常事態であった。地震研究の
目標とその有り方を、研究者間の
閉じた世界の中だけにとどめるこ
とは、もはや許されない状況であ
ると考える。
　2009 年にイタリアでラクイラ
地震（M6.3）が起きたとき、現
地の地震学者が適切な予測情報を
出さなかったとして、当局に起訴
されるという事件が報道されてい
る。研究へのモチベーションや
意図がどのようなものであれ、地
震研究は実生活との直接的な関わ
りをまぬかれないということを示
す象徴的な事件であった16）。この
報道は日本の地震学界をも震撼さ
せ、（社）日本地震学会として当局
への抗議声明を出すべきでは、と
いう騒ぎが巻き起こった。日本の
お国柄を考えたとき、そもそもこ
ういった事件の成り立ち自体が想
像し辛いものであったからであ
る。しかしながら、地震の調査研
究のため毎年百数十億円17）の国
費を費やしながらも国民にとって
実益のある結果を出せないでいる
ことに対し、日本の国民がいつま
でも寛容でいるだろうかという懸
念を、筆者は拭い去ることができ
ない。地震研究に携わる全ての研
究者が、今一度、自らの研究の
「意味合い」を省みることが求め
られるのではないだろうか。
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科学技術動向研究センターのご紹介
　2001 年 1月より内閣府総合科学技術会議が設置され、従来以上に戦略性を重視する政
策立案が検討されています。科学技術政策研究所では、戦略策定に不可欠な重要科学技術
課題の動向に関する調査・分析機能を充実・強化するため 2001 年 1月より新たに「科学
技術動向研究センター」を設立いたしました。当センターでは、「科学技術基本計画」の
策定に資する最新の科学技術動向に係る情報の収集や今後の方向性についての調査・研究
に、下図に示すような体制で取り組んでいます。
　センターがとりまとめた成果は、適宜、総合科学技術会議、文部科学省へ政策立案に資
する資料として提供しております。
　センターの具体的な活動は以下の3つです。
　　　「科学技術専門家ネットワーク」に
よる科学技術動向分析
　我が国の産学官の研究者を「専門
調査員」に委嘱し、インターネット
を利用して科学技術動向に関する幅
広い情報を収集・分析する「科学技
術専門家ネットワーク」を運営して
います。このネットワークを通じ、
専門調査員より注目すべき動向や今
後の科学技術の方向性等に関する意
見等を伺っています。
　これらを、毎月 1回、「科学技術動
向」としてまとめ、総合科学技術会議、
文部科学省を始めとした科学技術関
係機関等に配布しています。なお、こ
の資料は http://www.nistep.go.jp
においても公開しています。
　　重要な科学技術課題の
　　動向調査研究
　今後、国として取り組むべき重点
事項、具体的な研究開発課題、社会
への波及効果等を明確にすることを
目的とし、調査・分析を行います。
　さらに、重要な科学技術分野・領
域ごとの科学技術水準を諸外国と比
較し、我が国の科学技術がどのよう
な位置にあるのかについての検討も
行います。
　　科学技術予測に関する調査研究
　科学技術の長期的将来動向を総合
的に把握するため、科学技術予測調
査をほぼ 5年ごとに実施しています。
2010 年には、課題解決への科学技術
の寄与を主題とした「将来社会を支
える科学技術の予測調査」を報告し
ました。
科学技術動向研究センターとは
（「将来社会を支える科学技術の予測調査」より、2025年の 2025の生活シーン）
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